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2. 運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故 

2.1 高圧・低圧注水機能喪失 

2.1.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

 (1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」において炉心損傷防

止対策の有効性を確認する事故シーケンスは，「給水流量の全喪失時に高

圧・低圧注水機能が喪失する事故」，「給水流量の全喪失時に逃がし安全弁の

再閉に失敗し，高圧・低圧注水機能が喪失する事故」，「手動停止時に高圧・

低圧注水機能が喪失する事故」，「手動停止時に逃がし安全弁の再閉に失敗し，

高圧・低圧注水機能が喪失する事故」，「サポート系喪失時に高圧・低圧注水

機能が喪失する事故」及び「サポート系喪失時に逃がし安全弁の再閉に失敗

し，高圧・低圧注水機能が喪失する事故」であり，事故シーケンスグループ

「高圧・低圧注水機能喪失」において「給水流量の全喪失時に高圧・低圧注

水機能が喪失する事故」を重要事故シーケンスとして抽出した。 

 

 (2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」では，運転時の異常

な過渡変化又は設計基準事故（ＬＯＣＡを除く。）の発生後，高圧注水機能

及び低圧注水機能が喪失することから，緩和措置がとられない場合，炉心損

傷に至る。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，高圧代替注水系による原子

炉注水によって原子炉水位を適切に維持しつつ，逃がし安全弁の手動操作に

より原子炉を減圧し低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を開始するこ

とによって炉心の著しい損傷の防止を図る。 
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 (3) 炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」における機能喪失に

対して，炉心が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とする

ため，高圧代替注水系及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水手段を

整備する。また，格納容器の健全性を長期的に維持するため，原子炉格納容

器代替スプレイ冷却系による格納容器冷却手段，原子炉格納容器圧力逃がし

装置等による格納容器除熱手段を整備する。（補足説明資料１．） 

これらの対策の概略系統図を第 2.1.1 図及び第 2.1.2 図に，手順の概要を

第 2.1.3 図に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重

大事故等対策における設備と手順の関係を第 2.1.1 表に示す。 

本重要事故シーケンスにおける重大事故等対策に必要な要員は，中央制御

室の運転員，緊急時対策本部要員，重大事故等対応要員で構成され，合計 22

名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，運転操作

の統括を行う発電課長１名，運転操作の指揮，監視及び指示を行う発電副長

１名，運転操作対応を行う運転員３名である。発電所構内に常駐している要

員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は６名，重大事故等対応要

員は11名である。この必要な要員と作業項目について第2.1.4図に示す。（補

足説明資料２．～６．） 

a. 全給水喪失による原子炉スクラム確認 

全給水喪失により原子炉水位が低下し，原子炉水位低（レベル３）により

原子炉がスクラムすることを確認する。 

原子炉スクラム確認に必要な計装設備は，平均出力領域モニタ等である。 
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b. 外部電源喪失による非常用ディーゼル発電機等自動起動確認 

非常用交流母線の低電圧信号により，非常用ディーゼル発電機及び高圧炉

心スプレイ系ディーゼル発電機（以下「非常用ディーゼル発電機等」という。）

が自動起動することを確認する。 

非常用ディーゼル発電機等自動起動確認に必要な計装設備は，M/C 6-2C，

2D，2H 母線電圧である。 

c. 高圧注水機能喪失確認（原子炉隔離時冷却系／高圧炉心スプレイ系） 

原子炉水位低（レベル２）により原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレ

イ系の起動信号が発信されるが，機能喪失することを確認する。 

高圧注水機能喪失確認に必要な計装設備は，原子炉隔離時冷却系ポンプ出

口流量等である。 

d. 高圧代替注水系手動起動 

高圧注水機能の喪失を確認後，高圧代替注水系を手動起動し，原子炉への

注水を開始することにより，原子炉水位が回復することを確認する。 

高圧代替注水系手動起動に必要な計装設備は，高圧代替注水系ポンプ出口

流量等である。 

e. 残留熱除去系（A），（B）機能喪失による除熱機能喪失の判断 

残留熱除去系（A），（B）の機能喪失により除熱機能喪失を判断する。 

外部水源による注水が必要なことより可搬型大容量送水ポンプによる復

水貯蔵タンクへの補給等の準備を開始する。 

f. 低圧注水機能喪失確認（低圧注水系／低圧炉心スプレイ系） 

低圧注水系及び低圧炉心スプレイ系を手動起動するが，機能喪失すること

を確認する。 

低圧注水機能喪失確認に必要な計装設備は，残留熱除去系ポンプ出口圧力
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等である。 

g. 低圧代替注水系（常設）注水系統構成・起動 

原子炉の減圧開始前に低圧代替注水系（常設）の系統構成及び起動を行う。 

低圧代替注水系（常設）注水系統構成・起動に必要な計装設備は，復水移

送ポンプ出口圧力である。 

h. 復水貯蔵タンク補給 

可搬型大容量送水ポンプにより淡水貯水槽から復水貯蔵タンクへの補給

を実施する。 

復水貯蔵タンク補給に必要な計装設備は，復水貯蔵タンク水位である。 

i. 逃がし安全弁２弁による原子炉減圧 

低圧代替注水系（常設）の準備完了後，逃がし安全弁２弁により原子炉減

圧を実施する。 

逃がし安全弁２弁による原子炉減圧実施に必要な計装設備は，原子炉圧力

等である。 

j. 低圧代替注水系（常設）による原子炉水位制御 

原子炉の減圧後，低圧代替注水系（常設）により原子炉へ注水し，原子炉

水位の制御を行う。 

低圧代替注水系（常設）による原子炉水位制御に必要な計装設備は，原子

炉水位（広帯域）等である。 

k. 可搬型大容量送水ポンプによる格納容器スプレイ（間欠運転） 

格納容器圧力 0.384MPa[gage]到達により，可搬型大容量送水ポンプを用い

た原子炉格納容器代替スプレイ冷却系による格納容器スプレイを実施する。 

可搬型大容量送水ポンプによる格納容器スプレイに必要な計装設備は，ド

ライウェル圧力等である。 
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l. 格納容器スプレイ停止 

外部水源注水量が 3,800ｍ

3

に到達したことを確認し，格納容器スプレイを

停止する。 

格納容器スプレイ停止に必要な計装設備は，原子炉格納容器代替スプレイ

流量等である。 

m. 炉心損傷なしを判断 

格納容器内γ線線量率を確認し，炉心損傷が発生していないことを判断す

る。 

炉心損傷なしの判断に必要な計装設備は，格納容器内雰囲気放射線モニタ

である。 

n. 原子炉格納容器圧力逃がし装置によるベント 

格納容器圧力 0.427MPa[gage]（１Pd）到達により，原子炉格納容器圧力逃

がし装置によるベントを実施する。 

原子炉格納容器圧力逃がし装置によるベント実施に必要な計装設備は，ド

ライウェル圧力等である。 

 

2.1.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

重要事故シーケンスは，過渡事象として水位低下が厳しく事象進展が早い

給水流量の全喪失，また，逃がし安全弁再閉鎖失敗を含まず圧力推移の観点

で厳しい「給水流量の全喪失時に，高圧注水機能及び低圧注水機能が喪失す

る事故」である。 

本重要事故シーケンスでは，炉心からの崩壊熱，燃料集合体から冷却材へ

の熱伝達，逃がし安全弁による減圧，高圧代替注水系及び低圧代替注水系（常
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設）による注水，原子炉格納容器代替スプレイ冷却系による格納容器冷却，

原子炉格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱等が重要な現象となる。

よって，これらの現象を熱水力評価することが可能である長期間熱水力過渡

変化解析コード SAFER，これらの現象による格納容器挙動を一貫して評価す

ることが可能であるシビアアクシデント総合解析コード MAAP により原子炉

圧力，原子炉水位，燃料被覆管温度，格納容器圧力，格納容器温度等の過渡

応答を求める。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する主要な解析条件を第 2.1.2 表に示す。 

a. 事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，給水流量の全喪失が発生するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

高圧注水機能として原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系の機

能喪失を，低圧注水機能として低圧注水系及び低圧炉心スプレイ系の機能

喪失を想定する。 

(c) 外部電源 

外部電源はないものとする。ただし，再循環ポンプは，事象発生と同時

にトリップせず，原子炉水位低（レベル２）の信号でトリップするものと

する。 

b. 重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム信号 

原子炉の自動停止は「原子炉水位低（レベル３）」信号によるものとす
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る。 

(b) 高圧代替注水系 

高圧代替注水系は手動起動により，90.8m

3

/h（7.86 ～1.04MPa[gage]に

おいて）の流量で注水するものとする。 

(c) 逃がし安全弁 

原子炉の減圧として逃がし安全弁２弁を使用するものとし，容量として，

逃がし安全弁１弁あたり定格主蒸気流量の約８%を処理するものとする。 

(d) 低圧代替注水系（常設） 

原子炉の減圧後に，108.5 m

3

/h（0.427MPa[dif]において）の流量で注水

するものとする。 

(e) 原子炉格納容器代替スプレイ冷却系 

格納容器雰囲気温度及び圧力抑制に必要なスプレイ流量を考慮し，88 

m

3

/h にて格納容器へスプレイする。 

(f) 原子炉格納容器圧力逃がし装置 

原子炉格納容器圧力逃がし装置により 10.0kg/s（0.427MPa[gage]におい

て）の流量にて除熱を行うものとする。 

c. 重大事故等対策に関連する操作条件 

(a) 高圧代替注水系による原子炉注水は，高圧注水機能喪失を確認後実施す

るが，事象判断時間を考慮して，事象発生から 10 分後に開始し，操作

時間は５分とする。 

(b) 逃がし安全弁による原子炉手動減圧及び低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水は，事象発生８時間後から開始されるものとする。 

(c) 原子炉格納容器代替スプレイ冷却系による格納容器冷却は，格納容器圧

力 0.384MPa[gage]到達時に開始し，0.284MPa[gage]まで降下後に停止す



2.1-8 

 

るものとする。また，外部水源からの総注水量が 3,800m

3

に到達した時

点で格納容器スプレイを停止するものとする。 

(d) 原子炉格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱は，格納容器圧力

0.427MPa[gage]到達時に開始されるものとする。 

 

(3) 有効性評価の結果 

手順の概要を第 2.1.3 図に示すとともに，原子炉圧力，原子炉水位（シュ

ラウド内及びシュラウド内外）

※

，注水流量，燃料被覆管温度の推移及び燃

料棒に破裂が発生する時点の燃料被覆管温度と燃料被覆管応力の関係を第

2.1.5 図から第 2.1.10 図に，格納容器圧力，格納容器気相部の温度，サプレ

ッションプール水位及び水温の推移を第 2.1.11 図から第 2.1.14 図に示す。 

a. 事象進展 

給水流量の全喪失後，原子炉水位は急速に低下する。「原子炉水位低（レ

ベル３）」信号が発生して原子炉はスクラムするが，原子炉水位低（レベル

２）で原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系の起動に失敗する。 

再循環ポンプについては，原子炉水位低（レベル２）でトリップする。主

蒸気隔離弁は，原子炉水位低（レベル２）で全閉する。 

事象発生から 15 分後に，手動操作により高圧代替注水系を起動し原子炉

注水を開始する。事象発生から８時間経過した時点で，原子炉の減圧を開始

すると，冷却材の流出により原子炉水位は低下するが，低圧代替注水系（常

設）による原子炉注水を開始すると回復し，原子炉水位は有効燃料棒頂部を

下回ることなく，炉心は冠水維持される。 

また，崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉内で崩壊熱により発生

する蒸気が格納容器内に流入することによって，格納容器の圧力及び温度は
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徐々に上昇するが，原子炉格納容器代替スプレイ冷却系による冷却及び原子

炉格納容器圧力逃がし装置による除熱を行う。なお，格納容器除熱時のサプ

レッションプール水位は，約 7.5m であり，ベントライン（約 9.0m）に対し

て余裕がある。 

※SAFER により計算される原子炉水位の推移の図は，炉心露出から再冠水過

程を示すという観点で，シュラウド内側の水位を示した。シュラウド内側

は，炉心部から発生するボイドを含んだ二相水位を示しているため，シュ

ラウド外側水位より，見かけ上高めの水位となる。一方，ECCS 起動信号及

び運転員が確認を行う原子炉水位はシュラウド外側の水位であることか

ら，シュラウド内外の水位を合わせて示した。 

 

b. 評価項目等 

燃料被覆管の最高温度は第 2.1.9 図に示すとおり，初期値を上回ることな

く，1,200℃以下となる。また，燃料被覆管の酸化量は酸化反応が著しくな

る前の燃料被覆管厚さの１％以下である。 

原子炉圧力は第 2.1.5 図に示すとおり，逃がし安全弁の作動により，約

7.38MPa[gage]に抑えられる。原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，

原子炉圧力と原子炉圧力容器底部圧力との差（高々約 0.3MPa）を考慮しても，

最高使用圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を十分下回る。 

崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉内で崩壊熱により発生する 

蒸気が格納容器内に流入することによって，格納容器の圧力及び温度は徐々

に上昇するが，原子炉格納容器代替スプレイ冷却系による冷却及び原子炉格

納容器圧力逃がし装置による除熱を行うことによって，原子炉格納容器バウ

ンダリにかかる圧力及び温度の最大値は，約 0.427MPa[gage]及び約 153℃に
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抑えられる。ベントは，事象発生から約 70 時間経過した時点で実施する。

ベントによる敷地境界外での実効線量の評価結果は，事象発生からベントま

での時間が本事象より短い「2.6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失」の実効線量の評

価結果以下である。 

炉心は安定して冷却されており，事象発生から約 70 時間後に格納容器圧

力及び温度は低下傾向を示すことから，安定停止状態に至る。その後も，低

圧代替注水（常設）による原子炉注水，原子炉格納容器圧力逃がし装置によ

る格納容器除熱を行うことにより，安定停止状態を維持できる。（添付資料

2.1.1） 

 

2.1.3 コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

追而 

 

2.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の確保 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」における重大事故等

対策に必要な要員は，「2.1.1(3)炉心損傷防止対策」に示すとおり 22 名であ

り，重大事故等対策に備え発電所に常駐している要員 39 名で対処可能であ

る。 

(2) 必要な資源の確保 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」において，必要な水

源，燃料及び電源の資源については，以下のとおりである。（添付資料 2.1.2） 

a. 水源 

高圧代替注水系及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水，並びに
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原子炉格納容器代替スプレイ冷却系による格納容器スプレイについては，

７日間の対応を考慮すると，合計約 5,090m

3

必要となる。 

復水貯蔵タンク及び淡水貯水槽で合計約 11,192m

3

保有しており，事象発

生約 28 時間以降に可搬型大容量送水ポンプによる復水貯蔵タンクへの給

水を行うことで，復水貯蔵タンクを枯渇させることなく復水貯蔵タンクを

水源とした注水が可能となることから，７日間の継続実施が可能である。 

  b. 燃料 

非常用ディーゼル発電機等による電源供給については，事象発生直後か

らの運転を想定し，事象発生後７日間で使用する軽油量は，約 616.8 kL

である。 

復水貯蔵タンクへの補給等へ使用する可搬型大容量送水ポンプについ

ては，事象発生６時間後からの運転を想定し，事象発生後７日間で使用す

る軽油量は，約 30.5 kL である。 

以上を合計して，事象発生後７日間で使用する軽油量は，約 647.3 kL

であるが，２号炉に備蓄している軽油量は約 841.2 kL であることから，

７日間の軽油の供給継続が可能である。 

  c. 電源 

外部電源が喪失して非常用ディーゼル発電機等からの給電を想定した

場合においても，重大事故等対策時に必要な負荷は，設計基準事故時に想

定している負荷容量の範囲に含まれることから，非常用ディーゼル発電機

等による電源供給が可能である。 

 

2.1.5 結論 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」では，運転時の異常な
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過渡変化又は設計基準事故（ＬＯＣＡを除く。）の発生後，高圧注水機能及び

低圧注水機能が喪失することで原子炉水位が低下し，炉心損傷に至ることが特

徴である。事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」に対する炉心

損傷防止対策としては，短期対策として，高圧代替注水系による原子炉注水手

段，長期対策として，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水手段，原子炉

格納容器代替スプレイ冷却系及び原子炉格納容器圧力逃がし装置による格納

容器除熱手段を整備している。 

 

事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」の重要事故シーケンス

「給水流量の全喪失時に，高圧注水機能及び低圧注水機能が喪失する事故」に

ついて有効性評価を行った。 

 

上記の場合においても，高圧代替注水系及び低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水により，炉心が露出することはない。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにかか

る圧力，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満足

している。また，長期的には安定停止状態を維持できる。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は，重大事故等対策に備え発電所に常駐して

いる要員にて対処可能である。また，必要な水源，燃料及び電源については，

外部電源喪失を想定しても供給可能である。 

 

以上のことから，事故シーケンスグループ「高圧・低圧注水機能喪失」にお

いて，高圧代替注水系等の炉心損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンス



2.1-13 

 

に対して有効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「高圧・低圧注

水機能喪失」に対して有効である。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.1.1 図 高圧・低圧注水機能喪失時の使用系統概要 

（高圧代替注水系） 

2
.
1
–
1
4
 



 

 

 
第 2.1.2 図 高圧・低圧注水機能喪失時の使用系統概要 

（低圧代替注水系（常設）・原子炉格納容器代替スプレイ冷却系・原子炉格納容器圧力逃がし装置） 

2
.
1
–
1
5
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全給水喪失 

全給水喪失確認 

原子炉スクラム確認 
注１

 

非常用ディーゼル発電機等 

自動起動確認 注２ 

高圧代替注水系手動起動 注４ 

逃がし安全弁２弁による原子炉減圧 注 10 

低圧代替注水系（常設）による 

原子炉水位制御 注 11 

（約 70 時間） 

（約 15 分） 

低圧代替注水系（常設）注水 

系統構成・起動 注 9 

（解析上の時刻） 

外部電源喪失確認 

 高圧注水機能喪失確認 （原子炉隔離時

冷却系／高圧炉心スプレイ系） 注３ 

残留熱除去系（A）,（B）機能喪失に

よる除熱機能喪失の判断 注６  

安定的な原子炉冷却・格納容器除熱 

を継続 

格納容器圧力 0.384MPa[gage]到達 
注 12

 

可搬型大容量送水ポンプによる 

格納容器スプレイ（間欠運転） 
注 13  

外部水源注水量限界 3,800m3
到達 

注 14 

  

炉心損傷なしを判断 
注 15

 

  

格納容器圧力 0.427MPa[gage] 
（1Pd）到達  

原子炉格納容器圧力逃がし装置 

によるベント 
注１6 

 

（約８時間） 

（約 28 時間） 

（約 57 時間） 

非常用ガス処理系及び中央

制御室換気空調系起動確認  

低圧注水機能喪失確認 

（低圧注水系／低圧炉心スプレイ系） 注 8 

可搬型大容量送水ポンプ準備開始 

（代替注水等確保） 

（水源確保） 

燃料プール代替注水系 

復水貯蔵タンク補給用 

燃料プールスプレイ系 

 

原子炉格納容器 

代替スプレイ冷却系 

  

低圧代替注水系（可搬型） 

原子炉格納容器 

 頂部注水系（可搬型） 

  

原子炉格納容器 

下部注水系（可搬型） 

  

補給開始 

 

注１：「原子炉水位低（レベル３）」により原子炉がスクラム 

注２：状態表示ランプ，M/C 6-2C，2D，2H 母線電圧で確認 

注３：「原子炉水位低（レベル２）」により高圧注水機能（原子炉隔

離時冷却系／高圧炉心スプレイ系）の自動起動信号が発信 

機能喪失は状態表示ランプ，ポンプ出口圧力，ポンプ出口流量で

判断  

注４：起動は状態表示ランプ，ポンプ出口圧力，ポンプ出口流量で確認

し，原子炉水位をレベル２～レベル８で制御 

注５：「原子炉水位低（レベル２）」により主蒸気隔離弁の閉信号が

発信 

注６：サプレッションプール水冷却のため残留熱除去系（A），(B)を手

動起動 

機能喪失は状態表示ランプ，ポンプ出口圧力，ポンプ出口流量で

判断 

注７：状態表示ランプ，原子炉圧力を確認 

注８：残留熱除去系の機能喪失により低圧注水系を手動起動 

機能喪失は状態表示ランプ，ポンプ出口圧力で判断 

注９：復水補給水系の隔離弁を「全閉」後，復水移送ポンプ１台を起動 

注 10：低圧代替注水系（常設）の状態表示ランプ，出口圧力を確認

後実施  

注 11：原子炉水位，原子炉注水流量にて注水開始を確認し原子炉

水位をレベル３～レベル８で制御 

注 12：格納容器の最高使用圧力×0.9 

注 13：間欠運転 開始格納容器圧力 0.384MPa[gage] 

停止格納容器圧力 0.284MPa[gage] 

注 14：原子炉注水流量，格納容器スプレイ流量で確認 

ベント時の減圧沸騰を考慮しベントラインから１m 程度

余裕を持たせている 

注 15：格納容器内γ線線量率が各種事故相当の 10 倍以下 

注 16：ベントの優先順は，①原子炉格納容器圧力逃がし装置，

②耐圧強化ベントである 

解析上考慮

せず   

凡例 

     ：操作・確認    

     ：プラント状態   

     ：判断 

        

  

  

：重大事故等対応要員作業 

：運転員と重大事故等対応要員の作業       

 

    

主蒸気隔離弁「全閉」確認 注５ 

 逃がし安全弁による 

原子炉圧力制御確認 注７ 

  格納容器スプレイ停止 

準備完了 

状況状況状況状況    

判断判断判断判断    

第 2.1.3 図 高圧・低圧注水機能喪失時の対応手順の概要 
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第 2.1.4 図 高圧・低圧注水機能喪失時の作業と所要時間 

発電課長 1 ●運転操作の統括

発電副長 1 ●運転操作の指揮・監視・指示

●全給水喪失確認

●原子炉スクラム確認

●外部電源喪失確認

●非常用ディーゼル発電機等自動起動確認

●非常用ガス処理系及び中央制御室換気空調系

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　起動確認

●高圧注水機能喪失確認

　　　　　（原子炉隔離時冷却系／高圧炉心スプレイ系）

●主蒸気隔離弁「全閉」確認

●逃がし安全弁による原子炉圧力制御確認

●高圧代替注水系手動起動 5分

●高圧代替注水系による原子炉水位制御 適宜実施

格納容器除熱 【運転員Ａ】 【1】 ●残留熱除去系（A),(B)機能喪失確認 5分

低圧非常用炉

心冷却系起動

【運転員Ａ】 【1】

●低圧注水機能喪失確認

　　　　　　　　　　　（低圧注水系／低圧炉心スプレイ系）

5分

●低圧代替注水系（常設）注水系統構成・起動 5分

●逃がし安全弁２弁による原子炉減圧 5分

●低圧代替注水系（常設）による原子炉水位制御 適宜実施

重A～重I 9 ●可搬型設備保管場所への移動

【重A～重C】 【3】

●可搬型大容量送水ポンプの設置

   　　　　　　　　　　　　　　　  （水中ポンプの設置含む）

【重D～重I】 【6】 ●ホース延長回収車による送水用ホース敷設

【9】 ●分岐器の設置，外部接続口への送水用ホース敷設

【9】 ●可搬型大容量送水ポンプの起動，水張り 30分

【重Ｇ】 【1】 ●可搬型大容量送水ポンプ監視

【運転員C】 【1】

●可搬型大容量送水ポンプによる格納容器スプレイ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（確認）

適宜実施

【重Ｈ，Ｉ】 【2】

●可搬型大容量送水ポンプによる格納容器スプレイ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(間欠運転)

適宜実施

水源確保 【重Ｈ，Ｉ】 【2】 ●復水貯蔵タンク補給 適宜実施

格納容器除熱 【運転員A】 【1】 ●原子炉格納容器圧力逃がし装置によるベント

2 ●可搬型設備保管場所への移動

【2】 ●可搬型大容量送水ポンプ用タンクローリーへの移送 50分

【2】 ●可搬型大容量送水ポンプへ給油 4時間40分毎に1回給油

機能喪失機器

復旧

参集要員等 － ●機能喪失した機器の復旧作業

運転員 5

重大事故等対応要員
11

合計 16

78ｈ 6d 7d

参集要員等により復旧

要員数

20分

2時間

燃料補給 重J，K

20分

格納容器冷却

余裕時間

水源管理値まで

は余裕時間あり

代替注水等

確保

3.5時間

【重A～重I】

3.5時間

低圧代替注水

（常設）

【運転員B】 【1】

作業時間が最大となるルート

を想定

状況判断

運転員

A,B,C

3

高圧代替注水 【運転員C】 【1】

66ｈ11ｈ
必要な要員と作業項目

経過時間(分）

手順の項目

要員（名）

（作業に必要な要員数）

【　】は他作業後

移動してきた要員

手順の内容

現場作業

の要員

移動

記載例　　重A：

重大事故等対応要員A

18ｈ 30ｈ 42ｈ

経過時間（日）経過時間（時間）

5d

備考

10m 20m 30m 40m 50m 1ｈ 3ｈ 5ｈ 7ｈ 9ｈ 54ｈ

事象発生

約6.8時間 可搬型大容量送水ポンプ準備完了

約70時間 格納容器圧力0.427MPa[gage] (1Pd)到達

約15分 高圧代替注水系による原子炉注水開始

原子炉スクラム

原子炉格納容器代替スプレイ開始

復水貯蔵タンク
補給開始

格納容器ベント開始

約8時間 逃がし安全弁による原子炉減圧

約28時間 格納容器圧力 0.384MPa[gage]到達

約57時間 外部水源注水量限界到達

原子炉格納容器代替スプレイ停止

約6.3時間 可搬型大容量送水ポンプ起動

以降監視

10分

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水開始
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第 2.1.5 図 原子炉圧力の推移 

 
第 2.1.6 図 原子炉水位の推移 

 

 

逃がし安全弁による手動

減圧により水位低下 

高圧代替注水系の起動／停止による原子炉水位の維持 

低圧代替注水系(常設)に

よる注水により水位回復 

逃がし安全弁による 

手動減圧 
高圧代替注水系の起動／停止により炉内の蒸気発生量が増減するため圧力の上

昇／低下を繰り返す。圧力上昇時は，逃がし安全弁開閉により圧力制御される 
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第 2.1.7 図 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

 

第 2.1.8 図 注水流量の推移 

逃がし安全弁による手動

減圧により水位低下 

高圧代替注水系の起動／停止による原子炉水位の維持 

低圧代替注水系(常設)に

よる注水により水位回復 

高圧代替注水系注水流量 
低圧代替注水系（常設）注水流量 



2.1-20 

 

 

第 2.1.9 図 燃料被覆管温度の推移 

 

  

逃がし安全弁による手動減圧に伴う冷却材

飽和温度低下により燃料被覆管温度が低下

原子炉圧力の変化に応じて冷却材飽和温度が変化し，

燃料被覆管温度も追従する変化を繰り返す 
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第2.1.10図 燃料棒に破裂が発生する時点の燃料被覆管温度と燃料被覆管応力

の関係 

  

1

10

100

1000

10000

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000 1100 1200 1300 1400 1500 1600

円

周

方

向

の

応

力

GEMP731

ORNL3626

ORNL3626（照射）

GEMP683

GEVNC(0.56℃/s）(8×8)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(2.8℃/s)(8×8)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(5.6℃/s)(8×8)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(0.56℃/s)(7×7)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(2.8℃/s)(7×7)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(5.6℃/s)(7×7)(Vallecitosのデータ)

NUREG-0630 DATA F (ORNL-1978)

NUREG-0630 DATA H (KfK FABIOLA)

NUREG-0630 DATA I (ORNL)

NUREG-0630 DATA J (KfK)

KfK 0.8～1.6K/s DATA (REBEKA single rod)

JNES（内圧破裂試験）

NFI他（内圧破裂試験）

(N/mm

2 

)

燃 料 被 覆 管 温 度 (℃)

ベストフィット曲線

平均値－2σ曲線

＋ 燃料被覆管最高温度到達時の温度及び応力 
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第 2.1.11 図 格納容器圧力の推移 

 

第 2.1.12 図 格納容器気相部の温度の推移 

 

 

0.384MPa[gage]にて原子炉格納容

器代替スプレイ冷却系による格納容

器スプレイ実施 

原子炉減圧に伴いサプレッション

チェンバへ蒸気が放出されるため

格納容器圧力が上昇 

 

外部水源注水量限界(3,800m3)到達

による格納容器スプレイ停止 

0.427MPa[gage]にて原子炉格納容器

圧力逃がし装置によるベント実施 

外部水源による格納容器

スプレイにより真空破壊

装置が水没 

原子炉減圧により圧力容器からド

ライウェルへの放熱量が低下する

ことによる温度低下 

原子炉減圧に伴いサプレッションチ

ェンバへ蒸気が放出されるためサプ

レッションチェンバ温度が上昇 

 

0.384MPa[gage]にて原子炉格納

容器代替スプレイ冷却系による格

納容器スプレイ実施 

外部水源注水量限界(3,800m3)到達によ

る格納容器スプレイ停止 

0.427MPa[gage]にて原子炉格納容器圧

力逃がし装置によるベント実施 

外部水源による格納容器

スプレイにより真空破壊

装置が水没 
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第 2.1.13 図 サプレッションプール水位の推移 

 

第 2.1.14 図 サプレッションプール水温の推移 
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ェンバへ連続的に蒸気が放出されるため

サプレッションプール水位が上昇 

格納容器スプレイ開始による水位上昇 

真空破壊装置が水没することにより，サプレッションチ

ェンバ水のベント管への逆流が生じ，サプレッションプ

ール水位が過渡的に振動する 

格納容器スプレイ停止によりドライウェル圧力が上昇し，ドライウ

ェル蓄水分がサプレッションチェンバに流入することで水位上昇 

原子炉格納容器圧力逃がし装置作動後のサ

プレッションプール水蒸発による水位低下 
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バへ連続的に蒸気が放出されるためサプレッ

ションプール水温が上昇 

格納容器スプレイ開始。サブクー

ル水流入による水温低下 

格納容器スプレイ停止 

原子炉格納容器圧力逃がし装置

作動後の減圧に伴う水温低下 



 

 

第 2.1.1 表 高圧・低圧注水機能喪失時における重大事故等対策について（1/3） 

判断及び操作 手順 
有効性評価上期待する設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

全給水喪失による原子炉スクラム確

認 

 

・全給水喪失により原子炉水位が低下し，原子炉水位低（レ

ベル３）により原子炉がスクラムすることを確認する。 

 

― 

 

― 

 

原子炉水位（広帯域）（SA） 

平均出力領域モニタ（SA） 

起動領域モニタ（SA） 

外部電源喪失による非常用ディーゼ

ル発電機等自動起動確認 

・非常用交流母線の低電圧信号により，非常用ディーゼル

発電機等が自動起動することを確認する。 

非常用ディーゼル発電機 

高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機 

― M/C 6-2C，2D，2H 母線電圧 

高圧注水機能喪失確認（原子炉隔離

時冷却系／高圧炉心スプレイ系） 

・原子炉水位低（レベル２）により原子炉隔離時冷却系及

び高圧炉心スプレイ系の起動信号が発信されるが，機能

喪失することを確認する。 

― ― 原子炉水位（広帯域）（SA） 

原子炉圧力（SA） 

原子炉隔離時冷却系ポン

プ出口圧力 

原子炉隔離時冷却系ポン

プ出口流量（SA） 

高圧炉心スプレイ系ポン

プ出口圧力 

高圧炉心スプレイ系ポン

プ出口流量 

非常用ガス処理系及び中央制御室換

気空調系起動確認 

・非常用ガス処理系が起動することを確認する。 

・中央制御室換気空調系が起動することを確認する。 

非常用ガス処理系 

中央制御室換気空調系 

― ― 

主蒸気隔離弁「全閉」確認 ・原子炉水位（レベル２）により主蒸気隔離弁の閉信号が

発信され全閉することを確認する。 

主蒸気隔離弁 ― ― 

逃がし安全弁による原子炉圧力制御

確認 

・主蒸気隔離弁「全閉」後，原子炉圧力は逃がし安全弁に

て制御されていることを確認する。 

逃がし安全弁 ― 原子炉水位（広帯域）（SA） 

原子炉圧力（SA） 

2
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2
4
 



 

 

第 2.1.1 表 高圧・低圧注水機能喪失時における重大事故等対策について（2/3） 

判断及び操作 手順 
有効性評価上期待する設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

高圧代替注水系手動起動 ・高圧注水機能の喪失を確認後，高圧代替注水系を手動起動

し，原子炉への注水を開始することにより，原子炉水位が

回復することを確認する。 

高圧代替注水系ポンプ

（SA） 

復水貯蔵タンク（SA） 

― 原子炉水位（広帯域）（SA） 

原子炉圧力（SA） 

高圧代替注水系ポンプ出

口圧力 

高圧代替注水系ポンプ出

口流量（SA） 

復水貯蔵タンク水位（SA） 

残留熱除去系（A）,（B）機能喪失に

よる除熱機能喪失の判断 

・残留熱除去系（A），(B)の機能喪失により除熱機能喪失を

判断する。 

・可搬型大容量送水ポンプによる復水貯蔵タンクへの補給等

の準備を開始する。 

― 可搬型大容量送水ポンプ

（SA） 

残留熱除去系ポンプ出口

圧力 

低圧注水機能喪失確認（低圧注水系

／低圧炉心スプレイ系） 

・低圧注水系及び低圧炉心スプレイ系を手動起動するが，機

能喪失することを確認する。 

 

― 可搬型大容量送水ポンプ

（SA） 

残留熱除去系ポンプ出口

圧力 

低圧炉心スプレイ系ポン

プ出口圧力 

低圧代替注水系（常設）注水系統構

成・起動 

・原子炉の減圧開始前に低圧代替注水系（常設）の系統構成

及び起動を行う。 

復水移送ポンプ（SA） ― 復水移送ポンプ出口圧力 

復水貯蔵タンク補給 ・可搬型大容量送水ポンプにより淡水貯水槽から復水貯蔵タ

ンクへの補給を実施する。 

復水貯蔵タンク（SA） 

淡水貯水槽（SA） 

可搬型大容量送水ポンプ

（SA） 

復水貯蔵タンク水位（SA） 

逃がし安全弁２弁による原子炉減圧 ・低圧代替注水系（常設）の準備完了後，逃がし安全弁２弁

により原子炉減圧を実施する。 

逃がし安全弁 ― 原子炉水位（広帯域）（SA） 

原子炉圧力（SA） 
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第 2.1.1 表 高圧・低圧注水機能喪失時における重大事故等対策について（3/3） 

判断及び操作 手順 
有効性評価上期待する設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

低圧代替注水系（常設）による原子

炉水位制御 

・原子炉の減圧後，低圧代替注水系（常設）により原子炉

へ注水し，原子炉水位の制御を行う。 

復水移送ポンプ（SA） 

復水貯蔵タンク（SA） 

― 原子炉水位（広帯域）（SA） 

復水移送ポンプ出口圧力 

残留熱除去系洗浄ライン

流量（SA） 

復水貯蔵タンク水位（SA） 

可搬型大容量送水ポンプによる格納

容器スプレイ（間欠運転） 

・格納容器圧力 0.384MPa[gage]到達により，可搬型大容量

送水ポンプを用いた原子炉格納容器代替スプレイ冷却系

による格納容器スプレイを実施する。 

淡水貯水槽（SA） 可搬型大容量送水ポンプ

（SA） 

ドライウェル圧力（SA） 

サプレッションチェンバ

圧力（SA） 

原子炉格納容器代替スプ

レイ流量（SA） 

サプレッションプール水

温度（SA） 

格納容器スプレイ停止 ・外部水源注水量が 3,800ｍ

３

に到達したことを確認し，格

納容器スプレイを停止する。 

― 可搬型大容量送水ポンプ

（SA） 

高圧代替注水系出口流量

（SA） 

残留熱除去系洗浄ライン

流量（SA） 

原子炉格納容器代替スプ

レイ流量（SA） 

サプレッションプール水

位（SA） 

炉心損傷なしを判断 ・格納容器内γ線線量率を確認し，炉心損傷が発生してい

ないことを判断する。 

― ― 格納容器内雰囲気放射線

モニタ（SA） 

原子炉格納容器圧力逃がし装置によ

るベント 

・格納容器圧力 0.427MPa[gage]（１Pd）到達により，原子

炉格納容器圧力逃がし装置によるベントを実施する。 

原子炉格納容器圧力逃が

し装置（SA） 

― ドライウェル圧力（SA） 

サプレッションチェンバ

圧力（SA） 
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第 2.1.2 表 主要解析条件（高圧・低圧注水機能喪失）（1/2） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード 

原子炉側：SAFER 

格納容器側：MAAP 

本重要事故シーケンスの重要現象を評価で

きるコード 

初

期

条

件

 

原子炉熱出力 2,436MWt 定格熱出力として設定 

初期原子炉圧力 6.93MPa[gage] 定格圧力として設定 

初期原子炉水位 通常水位 通常運転水位として設定 

燃料 9×9 燃料(A 型) - 

燃料棒最大線出力密度 44.0kW/m 設計の最大値として設定 

崩壊熱 

ANSI/ANS-5.1-1979 

（燃焼度 33GWd/t） 

燃焼度は，定常誤差を考慮し，サイクル末

期の燃焼度に 10%の保守性を考慮 

格納容器空間体積（ドライウェル）  格納容器の設計値として設定 

格納容器体積（サプレッションチェンバ）  格納容器の設計値として設定 

初期サプレッションプール水位 3.55m 

通常運転時のサプレッションプール水位とし

て設定 

初期格納容器温度（ドライウェル） 57℃ 通常運転時の格納容器温度として設定 

初期格納容器温度（サプレッションチェンバ） 32℃ 

通常運転時のサプレッションプール水温の

上限として設定 

初期格納容器圧力 5.0kPa[gage] 通常運転時の格納容器圧力として設定 

真空破壊装置  - 

事

故

条

件

 

起因事象 給水流量の全喪失 全給水の喪失が発生するものとして設定 

安全機能の喪失に対する仮定 

高圧注水機能及び低圧注水機能

喪失 

高圧注水機能として原子炉隔離時冷却系

及び高圧炉心スプレイ系の機能喪失を，低

圧注水機能として低圧注水系及び低圧炉

心スプレイ系の機能喪失を設定 

外部電源 外部電源なし 

外部電源はないものとする。ただし，再循環

ポンプは，事象発生と同時にトリップせず，

原子炉水位低（レベル２）の信号でトリップ

するものとする 

  

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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第 2.1.2 表 主要解析条件（高圧・低圧注水機能喪失）（2/2） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重

大

事

故

等

対

策

に

関

連

 

す

る

機

器

条

件

 

原子炉スクラム信号 原子炉水位低（レベル３） 

保有水量を保守的に評価するスクラム条件

を設定 

高圧代替注水系 

90.8m

3

/h（ポンプ１台当たり，7.86

～1.04MPa[gage]において） 

高圧代替注水系の設計値として設定 

逃がし安全弁 

手動開弁数：2 弁 

 

7.37MPa[gage]×2 弁，356t/h/個 

7.44MPa[gage]×3 弁，360t/h/個 

7.51MPa[gage]×3 弁，363t/h/個 

7.58MPa[gage]×3 弁，367t/h/個 

 

逃がし安全弁の設計値として設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

低圧代替注水系（常設） 

108.5m

3

/h（ポンプ１台当たり，

0.427MPa[dif]において） 

 

設計値に注入配管の流路圧損を考慮した

値として設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉格納容器代替スプレイ冷却系 88m

3

/h にてスプレイ 

格納容器雰囲気温度及び圧力抑制に必要

なスプレイ流量を考慮し，設定 

原子炉格納容器圧力逃がし装置 

10.0 kg/s（0.427MPa[gage]におい

て） 

原子炉格納容器圧力逃がし装置の設計値

として設定 

重

大

事

故

等

対

策

に

関

連

 

す

る

操

作

条

件

 

高圧代替注水系 注水開始時間 事象発生 15 分後 

高圧注水機能喪失を確認後実施するが，事

象判断時間を考慮して，事象発生から 10 分

後に開始し，操作時間は 5 分として設定 

逃がし安全弁による原子炉減圧及び低圧代

替注水系（常設）による原子炉注水操作 

事象発生８時間後 高圧注水の維持時間として設定 

原子炉格納容器代替スプレイ冷却系による 

格納容器冷却操作 

（開始条件） 

格納容器圧力 0.384MPa[gage] 

（停止条件） 

格納容器圧力 0.284MPa[gage]ま

で降下後又は外部水源注水量

3,800m

3

 

運転操作手順書等を踏まえて設定 

原子炉格納容器圧力逃がし装置による 

格納容器除熱操作 

格納容器圧力 0.427MPa[gage] 

到達時 

運転操作手順書等を踏まえて設定 
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添付 2.1.1-1 

 

添付資料 2.1.1 

 

安定停止状態について 

 

高圧・低圧注水機能喪失時の安定停止状態については，以下のとおり。 

 

安定停止状態：原子炉水位安定及び格納容器圧力・温度が低下傾向 

【原子炉安定状態】 

第 2.1.6 図及び第 2.1.7 図に示すとおり，低圧代替注水系（常設）による原子炉注

水により炉心が冠水し，安定的に原子炉水位が維持されている状態を安定停止状態

とする。 

 

【格納容器安定状態】 

第 2.1.11 図及び第 2.1.12 図に示すとおり，原子炉格納容器圧力逃がし装置等によ

る除熱を実施することにより，格納容器圧力・温度が低下傾向になった時点（約 70

時間後）を安定状態とする。 

 

 



添付 2.1.2-1 

 

添付資料 2.1.2 

 

水源，燃料評価結果について 

 

１．水源に関する評価 

○水源 

・復水貯蔵タンク使用可能量 

：約 1,192m

3

 

・淡水貯水槽：約 5,000m

3

×２基 

 

○水使用パターン 

①高圧代替注水系による原子炉

注水 

事象発生 15 分後から定格流

量で注水する。 

（原子炉水位高（レベル８）～原子炉水位低（レベル２）の範囲で発停運転す

る） 

②低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

事象発生８時間以降，崩壊熱相当の注水を継続する。 

③可搬型大容量送水ポンプによる格納容器代替スプレイ 

格納容器圧力が 0.384MPa[gage]に到達する事象発生約 28 時間以降，可搬型

大容量送水ポンプによる，格納容器スプレイ（間欠運転）を行う。外部注水量

限界値（3,800m

3

）到達後，スプレイを停止する。 

④可搬型大容量送水ポンプによる淡水貯水槽から復水貯蔵タンクへの補給 

事象発生約 28 時間以降，可搬型大容量送水ポンプにより 150m

3

/h の流量で補

給するものとする。 

 

○時間評価 

事象発生後約 28 時間までは，復水貯蔵タンク水源を用いて原子炉注水を実施

するため，復水貯蔵タンク水量は減少する。約 28 時間以降から復水貯蔵タンク

への補給を開始するため，復水貯蔵タンクの水位は回復する。 

 

○評価結果 

時間評価の結果から復水貯蔵タンク水源が枯渇することはない。また，７日間

の対応を考慮すると，合計約 5,090m

3

必要となるが，復水貯蔵タンク及び淡水貯

水槽で合計約 11,192m

3

保有していることから必要注水量を確保可能であり，安定

して冷却を継続することが可能である。 

復水貯蔵タンク 
への補給開始 

事故後の時間（h） 

(m3) 

復

水

貯

蔵

タ

ン

ク

水

位 

復水貯蔵タンク容量 3,000m3 
 

HPCS 水源切替レベル 

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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２．燃料消費に関する評価 

 

プラント状況：２号炉運転中，１，３号炉停止中（炉内に燃料無し） 

事象：外部電源が喪失して非常用ディーゼル発電機等から給電する場合を想定する。 

 

燃料種別 軽油 

時

系

列

 

事象発生直後～ 

事象発生後７日間 

（＝168ｈ） 

非常用ディーゼル発電機（（A），（B）の２台起動） 

（外部電源喪失後に自動起動） 

非常用ディーゼル発電機（A） 

燃費約 1,601L/h（最大負荷） 

×1 台×24h×7 日間＝約 269.0 kL 

非常用ディーゼル発電機（B） 

燃費約 1,420L/h（最大負荷） 

×1 台×24h×7 日間＝約 238.7 kL 

事象発生直後～ 

事象発生後７日間 

（＝168ｈ） 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

（外部電源喪失後に自動起動） 

燃費約 649.3L/h（最大負荷） 

×1 台×24h×7 日間＝約 109.1 kL 

事象発生 6 時間後～ 

事象発生後７日間 

（＝162h） 

＜復水貯蔵タンクへの補給＞ 

可搬型大容量送水ポンプ（１台起動） 

（事象発生 6 時間後からの起動を想定） 

燃費約 188L/h（定格負荷） 

  ×1 台×162h＝約 30.5 kL 

合計 

７日間で消費する軽油量の合計 

約 647.3 kL 

結果 

２号炉に備蓄している軽油量は，軽油タンク（２

基），燃料デイタンク（３基），地下軽油タンク（３

基）の合計より約 841.2kL であることから，７日

間は十分に対応可能 
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2.2 高圧注水・減圧機能喪失 

2.2.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「高圧注水・減圧機能喪失」において炉心損傷防

止対策の有効性を確認する事故シーケンスは，「給水流量の全喪失時に高圧

注水・減圧機能が喪失する事故」，「手動停止時に高圧注水・減圧機能が喪失

する事故」及び「サポート系喪失時に高圧注水・減圧機能が喪失する事故」

であり，事故シーケンスグループ「高圧注水・減圧機能喪失」において「給

水流量の全喪失時に高圧注水・減圧機能が喪失する事故」を重要事故シーケ

ンスとして抽出した。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「高圧注水・減圧機能喪失」では，運転時の異常

な過渡変化又は設計基準事故（ＬＯＣＡを除く。）の発生後，高圧注水機能

及び原子炉減圧機能が喪失することから，緩和措置がとられない場合，炉心

損傷に至る。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，高圧代替注水系により炉心

を冷却すること，または代替自動減圧機能により原子炉を減圧し，減圧後に

低圧注水系及び低圧炉心スプレイ系により炉心を冷却することによって炉

心の著しい損傷の防止を図る。 

 

(3) 炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「高圧注水・減圧機能喪失」における機能喪失に

対して，炉心が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とする
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ため，代替自動減圧機能による原子炉減圧手段を整備する。（補足説明資料

１．） 

これらの対策の概略系統図を第 2.2.1 図及び第 2.2.2 図に，手順の概要を

第 2.2.3 図に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重

大事故等対策における設備と手順の関係を第 2.2.1 表に示す。 

本重要事故シーケンスにおける重大事故等対策に必要な要員は，中央制御

室の運転員，緊急時対策本部要員で構成され，合計 11 名である。その内訳

は次のとおりである。中央制御室の運転員は，運転操作の統括を行う発電課

長１名，運転操作の指揮，監視及び指示を行う発電副長１名，運転操作対応

を行う運転員３名である。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡

等を行う緊急時対策本部要員は６名である。この必要な要員と作業項目につ

いて第 2.2.4 図に示す。（補足説明資料２．～６．） 

a. 全給水喪失による原子炉スクラム確認 

全給水喪失により原子炉水位が低下し，原子炉水位低（レベル３）により

原子炉がスクラムすることを確認する。 

原子炉スクラム確認に必要な計装設備は，平均出力領域モニタ等である。 

b. 外部電源喪失による非常用ディーゼル発電機等自動起動確認 

非常用交流母線の低電圧信号により，非常用ディーゼル発電機等が自動起

動することを確認する。 

非常用ディーゼル発電機等自動起動確認に必要な計装設備は，M/C 6-2C，

2D，2H 母線電圧である。 

c. 高圧注水機能喪失確認（原子炉隔離時冷却系／高圧炉心スプレイ系） 

原子炉水位低（レベル２）により原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレ

イ系の起動信号が発信されるが，機能喪失することを確認する。 
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高圧注水機能喪失確認に必要な計装設備は，原子炉隔離時冷却系ポンプ出

口流量等である。 

d. 高圧代替注水系機能喪失 

原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系の機能喪失確認後，高圧代替

注水系を手動起動するが機能喪失することを確認する。 

高圧代替注水系機能喪失の確認に必要な計装設備は，高圧代替注水系ポン

プ出口流量等である。 

e. 低圧注水機能自動起動確認（低圧注水系／低圧炉心スプレイ系） 

原子炉水位低（レベル１）により低圧注水系及び低圧炉心スプレイ系が自

動起動することを確認する。 

低圧注水機能自動起動確認に必要な計装設備は，残留熱除去系ポンプ出口

圧力等である。 

f. 原子炉手動減圧失敗及び代替自動減圧機能による原子炉減圧確認（逃がし

安全弁２弁） 

原子炉水位低（レベル１）かつ低圧注水系若しくは低圧炉心スプレイ系ポ

ンプ起動後 10 分で逃がし安全弁２弁が作動し，原子炉が減圧されることを

確認する。 

代替自動減圧機能による原子炉減圧確認に必要な計装設備は，原子炉圧力

等である。 

g. 低圧注水機能（低圧注水系／低圧炉心スプレイ系）による原子炉水位上昇

確認 

代替自動減圧機能による原子炉減圧後，低圧注水系及び低圧炉心スプレイ

系により原子炉へ注水し，原子炉水位上昇を確認する。 

低圧注水系及び低圧炉心スプレイ系による原子炉水位上昇確認に必要な
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計装設備は，原子炉水位（広帯域）等である。 

h. 残留熱除去系サプレッションプール水冷却モードへ移行 

原子炉水位制御が適切に行われていることを確認した後，格納容器の除熱

を行うため残留熱除去系１系統をサプレッションプール水冷却モードへ移

行する。 

残留熱除去系サプレッションプール水冷却モードへ移行に必要な計装設

備は，サプレッションプール水温度等である。 

i. 残留熱除去系原子炉停止時冷却モードへ移行 

原子炉圧力と原子炉水位を確認し，残留熱除去系原子炉停止時冷却モード

へ移行する。 

残留熱除去系原子炉停止時冷却モードへ移行に必要な計装設備は，原子炉

圧力等である。 

 

2.2.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

重要事故シーケンスは，過渡事象として水位低下が厳しく事象進展が早い

給水流量の全喪失，また，逃がし安全弁再閉鎖失敗を含まず圧力推移の観点

で厳しい「給水流量の全喪失時に，高圧注水機能及び原子炉減圧機能が喪失

する事故」である。 

本重要事故シーケンスでは，炉心からの崩壊熱，燃料集合体から冷却材へ

の熱伝達，代替自動減圧機能による減圧，低圧注水系及び低圧炉心スプレイ

系による注水，残留熱除去系による格納容器除熱が重要な現象となる。よっ

て，これらの現象を熱水力評価することが可能である長期間熱水力過渡変化

解析コード SAFER，これらの現象による格納容器挙動を一貫して評価するこ
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とが可能であるシビアアクシデント総合解析コードMAAPにより原子炉圧力，

原子炉水位，燃料被覆管温度，格納容器圧力，格納容器温度等の過渡応答を

求める。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する主要な解析条件を第 2.2.2 表に示す。 

a. 事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，給水流量の全喪失が発生するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

高圧注水機能として原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系の機

能喪失を，減圧機能として手動減圧の失敗を想定する。 

(c) 外部電源 

外部電源はないものとする。ただし，再循環ポンプは，事象発生と同時

にトリップせず，原子炉水位低（レベル２）の信号でトリップするものと

する。 

b. 重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム信号 

原子炉の自動停止は「原子炉水位低（レベル３）」信号によるものとす

る。 

(b) 代替自動減圧機能 

原子炉減圧機能として原子炉の手動減圧に失敗することを想定する。代

替自動減圧機能による原子炉減圧は，原子炉水位低（レベル１）到達から

10 分後に開始し，逃がし安全弁２弁により原子炉を減圧する。容量として，
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逃がし安全弁１弁あたり定格主蒸気流量の約８%を処理するものとする。 

(c) 低圧注水系 

低圧注水系は，原子炉水位低（レベル１）により自動起動し，原子炉の

減圧後に，1,136m

3

/h（0.14MPa[dif]において）にて注水するものとする。 

(d) 低圧炉心スプレイ系 

低圧炉心スプレイ系は，原子炉水位低（レベル１）により自動起動し，

原子炉の減圧後に，1,050m

3

/h（0.78MPa[dif]において）にて注水するもの

とする。 

c. 重大事故等対策に関連する操作条件 

(a) 残留熱除去系サプレッションプール水冷却モードによる格納容器除熱

は，原子炉水位が回復し，原子炉水位高（レベル８）到達後に開始され

るものとする。 

(b) 残留熱除去系原子炉停止時冷却モードによる原子炉冷却は，事象発生

12 時間後に開始されるものとする。 

 

(3) 有効性評価の結果 

手順の概要を第 2.2.3 図に示すとともに，原子炉圧力，原子炉水位（シュ

ラウド内及びシュラウド内外）

※

，注水流量，燃料被覆管温度の推移及び燃

料棒に破裂が発生する時点の燃料被覆管温度と燃料被覆管応力の関係を第

2.2.5 図から第 2.2.10 図に，格納容器圧力，格納容器気相部の温度，サプレ

ッションプール水位及び水温の推移を第 2.2.11 図及び第 2.2.14 図に示す。 

a. 事象進展 

給水流量の全喪失後，原子炉水位は急速に低下する。「原子炉水位低（レ

ベル３）」信号が発生して原子炉はスクラムするが，原子炉水位低（レベル
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２）で原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系の起動に失敗し，原子炉

水位低（レベル１）で低圧注水系及び低圧炉心スプレイ系が起動する。原子

炉の手動減圧に失敗するが，原子炉水位低（レベル１）到達から 10 分後に

代替自動減圧機能により，逃がし安全弁２弁が開き，原子炉は減圧される。

原子炉の減圧後に，低圧注水系及び低圧炉心スプレイ系による原子炉注水を

開始する。 

再循環ポンプについては，原子炉水位低（レベル２）でトリップする。主

蒸気隔離弁は，原子炉水位低（レベル２）で全閉する。 

原子炉の減圧を開始すると，冷却材の流出により原子炉水位は低下し，有

効燃料棒頂部を下回るが，低圧注水系及び低圧炉心スプレイ系による注水を

開始すると原子炉水位が回復し，炉心は再冠水する。 

炉心が再冠水した以降は，残留熱除去系を用いた除熱手順に従い，冷温停

止状態に移行することができる。 

※SAFER により計算される原子炉水位の推移の図は，炉心露出から再冠水過

程を示すという観点で，シュラウド内側の水位を示した。シュラウド内側

は，炉心部から発生するボイドを含んだ二相水位を示しているため，シュ

ラウド外側水位より，見かけ上高めの水位となる。一方，ECCS 起動信号及

び運転員が確認を行う原子炉水位はシュラウド外側の水位であることか

ら，シュラウド内外の水位を合わせて示した。 

 

b. 評価項目等 

燃料被覆管の最高温度は第 2.2.9 図に示すとおり，原子炉水位が回復する

までの間に炉心が一時的に露出するため上昇し，約 761℃となる。また，燃

料被覆管の酸化量は酸化反応が著しくなる前の燃料被覆管厚さの１％以下

である。 
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原子炉圧力は第 2.2.5 図に示すとおり，逃がし安全弁の作動により，約

7.38MPa[gage]に抑えられる。原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，

原子炉圧力と原子炉圧力容器底部圧力との差（高々約 0.3MPa）を考慮しても，

最高使用圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を十分下回る。 

また，残留熱除去系により除熱を行うことにより，原子炉格納容器バウン

ダリにかかる圧力及び温度も十分低く抑えられる。 

炉心は安定して冷却されており，原子炉格納容器圧力バウンダリにかかる

圧力及び温度も十分低く抑えられることから，安定停止状態に至る。その後

も，低圧注水系及び低圧炉心スプレイ系による原子炉注水，残留熱除去系に

よる格納容器除熱を行うことにより，安定停止状態を維持できる。（添付資

料 2.2.1） 

 

2.2.3 コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

追而 

 

2.2.4 必要な要員及び資源の確保 

(1) 必要な要員の確保 

事故シーケンスグループ「高圧注水・減圧機能喪失」における重大事故等

対策に必要要員は，「2.2.1(3)炉心損傷防止対策」に示すとおり11名であり，

重大事故等対策に備え発電所に常駐している要員 39 名で対処可能である。 

(2) 必要な資源の確保 

事故シーケンスグループ「高圧注水・減圧機能喪失」において，必要な水

源，燃料及び電源の資源について以下のとおりである。（添付資料 2.2.2） 
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a. 水源 

低圧注水系及び低圧炉心スプレイ系は，サプレッションプール水を水源

とすることから，水源が枯渇することはないため，７日間の継続実施が可

能である。 

b. 燃料 

非常用ディーゼル発電機等による電源供給については，事象発生直後か

らの運転を想定し，事象発生後７日間で使用する軽油量は，約 616.8 kL

であり，２号炉に備蓄している軽油量は約 841.2 kL であることから，７日

間の軽油の供給継続が可能である。 

c. 電源 

外部電源が喪失して非常用ディーゼル発電機等からの給電を想定した

場合においても，重大事故等対策時に必要な負荷は，設計基準事故時に想

定している負荷容量の範囲に含まれることから，非常用ディーゼル発電機

等による電源供給が可能である。 

 

2.2.5 結論 

事故シーケンスグループ「高圧注水・減圧機能喪失」では，運転時の異常な

過渡変化又は設計基準事故（ＬＯＣＡを除く。）の発生後，高圧注水機能喪失

及び原子炉の手動減圧に失敗することで原子炉水位が低下し，炉心損傷に至る

ことが特徴である。事故シーケンスグループ「高圧注水・減圧機能喪失」に対

する炉心損傷防止対策としては，短期的には，代替自動減圧機能による原子炉

減圧手段並びに低圧注水系及び低圧炉心スプレイ系による原子炉注水手段，ま

たは高圧代替注水系による原子炉注水手段，長期的には残留熱除去系を用いた

除熱手段を整備している。 
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事故シーケンスグループ「高圧注水・減圧機能喪失」の重要事故シーケンス

「給水流量の全喪失時に，高圧注水機能及び原子炉減圧機能が喪失する事故」

について有効性評価を行った。 

 

上記の場合においても，代替自動減圧機能による原子炉減圧により，原子炉

水位が回復するまでの間に炉心が一時的に露出するが低圧注水系及び低圧炉

心スプレイ系による原子炉注水により，炉心は再冠水する。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにかか

る圧力，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満足

している。また，長期的には残留熱除去系を用いた除熱を実施することにより

安定停止状態を維持できる。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は，重大事故等対策に備え発電所に常駐して

いる要員にて対処可能である。また，必要な水源，燃料及び電源については，

外部電源喪失時においても供給可能である。 

 

以上のことから，事故シーケンスグループ「高圧注水・減圧機能喪失」にお

いて，代替自動減圧機能等の炉心損傷防止対策は，選定した重要事故シーケン

スに対して有効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「高圧注水・

減圧機能喪失」に対して有効である。 

 

 



 

  

第 2.2.1 図 高圧注水・減圧機能喪失時の使用系統概要 

（代替自動減圧機能・低圧炉心スプレイ系・低圧注水系・残留熱除去系（サプレッションプール水冷却モード）） 
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第 2.2.2 図 高圧注水・減圧機能喪失時の使用系統概要 

（残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）） 
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全給水喪失 

原子炉スクラム確認 
注１

 

非常用ディーゼル発電機等 

自動起動確認  
注２

 

高圧代替注水系機能喪失 
注４

 

（約 18 分） 

低圧注水機能（低圧注水系／低圧炉心ス

プレイ系）による原子炉水位上昇確認 
注１０

 

（解析上の時刻） 

外部電源喪失確認 

 高圧注水機能喪失確認 （原子炉隔離時冷

却系／高圧炉心スプレイ系）
注３

 

低圧注水機能自動起動確認 

（低圧注水系／低圧炉心スプレイ系）
注６ 

原子炉手動減圧失敗 
注８

 

代替自動減圧機能による原子炉減圧確認

（逃がし安全弁２弁）
注９

 

残留熱除去系サプレッションプール水冷却

モードへ移行 
注１１

 

安定的な原子炉冷却・格納容器除熱 

を継続 

 

注１：「原子炉水位低（レベル３）」により原子炉がスクラム 

注２：状態表示ランプ，M/C 6-2C，2D，2H 母線電圧で確認する 

注３：「原子炉水位低（レベル２）」により原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプ

レイ系の自動起動信号が発信 

機能喪失は状態表示ランプ，ポンプ出口圧力，ポンプ出口流量で判断 

注４：高圧注水機能喪失確認後，高圧代替注水系を手動起動 

機能喪失は状態表示ランプ，ポンプ出口圧力，ポンプ出口流量で判断 

注５：「原子炉水位低（レベル２）」により主蒸気隔離弁の閉信号が発信 

全給水喪失確認 

（約 28 分） 

残留熱除去系原子炉停止時冷却 

モードへ移行 
注１２

  

（約 36 分） 

（約 12 時間） 

凡例 

     ：操作・確認    

     ：プラント状態       

 

主蒸気隔離弁「全閉」確認 
注５

 

注６ ：「原子炉水位低（レベル１）」により低圧注水系及び低圧炉心スプレイ系の

自動起動信号が発信 

起動は状態表示ランプ，ポンプ出口圧力で判断 

注７ ：状態表示ランプ，原子炉圧力を確認 

注８ ：低圧注水系及び低圧炉心スプレイ系起動後の認知失敗 

実際の操作においては運転員が手動減圧を行う 

注９ ：原子炉水位低（レベル１）かつ低圧注水系若しくは低圧炉心スプレイ系ポ

ンプ起動 10 分後に，代替自動減圧機能作動 

作動は状態表示ランプ，原子炉圧力で確認 

注 10：原子炉への注水は原子炉圧力，原子炉水位，各ポンプ出口圧力，各ポン

プ出口流量で確認 

原子炉水位は，レベル３からレベル８で水位制御を行う 

注 11：原子炉水位高（レベル８）を確認後，残留熱除去系の１系列をサプレッショ

ンプール水冷却モードへ移行操作を行う 

注 12：原子炉水位，原子炉圧力を確認後，待機している残留熱除去系を原子炉

停止時冷却モードへ移行操作を行う 

  

非常用ガス処理系及び中央制

御室換気空調系起動確認  

 逃がし安全弁による 

原子炉圧力制御確認 

注７

 

状況状況状況状況 

判断判断判断判断 

 

 

 

  

第 2.2.3 図 高圧注水・減圧機能喪失時の対応手順の概要 
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60m

発電課長 1 ●運転操作の統括

発電副長 1 ●運転操作の指揮・監視・指示

●全給水喪失確認

●原子炉スクラム確認

●外部電源喪失確認

●非常用ディーゼル発電機等自動起動確認

●非常用ガス処理系及び中央制御室換気空調系起動確認

●高圧注水機能喪失確認

　　　　　　　　　　（原子炉隔離時冷却系／高圧炉心スプレイ系）

●主蒸気隔離弁「全閉」確認

●逃がし安全弁による原子炉圧力制御確認

高圧代替注水 【運転員Ｃ】 【1】 ●高圧代替注水系機能喪失

低圧非常用炉心

冷却系起動

【運転員Ｃ】 【1】

●低圧注水機能自動起動確認

　　（低圧注水系／低圧炉心スプレイ系）

●代替自動減圧機能による原子炉減圧確認

   　（逃がし安全弁２弁）

●低圧注水機能　（低圧注水系／低圧炉心スプレイ系）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　による原子炉水位上昇確認

格納容器除熱 【運転員A】 【1】 ●残留熱除去系サプレッションプール水冷却モードへ移行

原子炉冷却 【運転員A】 【1】 ●残留熱除去系原子炉停止時冷却モードへ移行 10分

機能喪失機器

復旧

参集要員等 － ●機能喪失した機器の復旧作業

運転員 5

重大事故等対応要員
0

合計 5

手順の項目

要員（名）

（作業に必要な要員数）

【　】は他作業後

移動してきた要員

手順の内容

10m 20m

現場作業

の要員

移動

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

30m 50m40m

要員数

状況判断

運転員

A,B,C

3

低圧非常用炉心

冷却系注水

【運転員Ｃ】 【1】

備考

参集要員等により復旧

経過時間（時間）

5分

5分

5分

１０分

3h 5h 11h 12h 13h

事象発生

原子炉スクラム

低圧注水系/低圧炉心スプレイ系

自動起動１０分後

約12時間 残留熱除去系原子炉

停止時冷却モード 開始

約18分 原子炉水位低 （レベル１） 到達

約28分 代替自動減圧機能による原子炉減圧

約36分 原子炉水位高(レベル８
）到達後

残留熱除去系サプレッションプール水冷却モードへ移行

低圧注水系／低圧炉心スプレイ系 自動起動確認

10分

適宜実施

第 2.2.4 図 高圧注水・減圧機能喪失時の作業と所要時間 
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第 2.2.5 図 原子炉圧力の推移 

 

第 2.2.6 図 原子炉水位の推移 

 

 

逃がし安全弁開閉に伴う

圧力振動による水位変化 

代替自動減圧機能による

減圧に伴う水位上昇 

低圧注水系及び低圧炉心

スプレイ系による注水に

より水位回復 

逃がし安全弁開閉による圧力制御 

代替自動減圧機能による

原子炉減圧 

主蒸気隔離弁閉止による

圧力上昇 
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第 2.2.7 図 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

 

 

第 2.2.8 図 注水流量の推移 

 

 

逃がし安全弁開閉に伴う

圧力振動による水位変化 

代替自動減圧機能による

減圧に伴う水位上昇 

低圧注水系及び低圧炉心

スプレイ系による注水に

より水位回復 

低圧注水系＋低圧炉心スプレイ系注水流量 
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第 2.2.9 図 燃料被覆管温度の推移 

 

原子炉スクラム後の出力低下及び減

圧に伴う冷却材飽和温度低下により

燃料被覆管温度が低下 

代替自動減圧機能による減圧に伴う

冷却材飽和温度低下により燃料被覆

管温度が低下 

一時的な燃料露出により燃料被覆管

温度が約 761℃に到達。再冠水により

燃料被覆管温度は低下 
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第2.2.10図 燃料棒に破裂が発生する時点の燃料被覆管温度と燃料被覆管応力

の関係 
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方

向

の

応

力

GEMP731

ORNL3626

ORNL3626（照射）

GEMP683

GEVNC(0.56℃/s）(8×8)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(2.8℃/s)(8×8)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(5.6℃/s)(8×8)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(0.56℃/s)(7×7)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(2.8℃/s)(7×7)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(5.6℃/s)(7×7)(Vallecitosのデータ)

NUREG-0630 DATA F (ORNL-1978)

NUREG-0630 DATA H (KfK FABIOLA)

NUREG-0630 DATA I (ORNL)

NUREG-0630 DATA J (KfK)

KfK 0.8～1.6K/s DATA (REBEKA single rod)

JNES（内圧破裂試験）

NFI他（内圧破裂試験）

(N/mm
2 

)

燃 料 被 覆 管 温 度 (℃)

ベストフィット曲線

平均値－2σ曲線

＋ 燃料被覆管最高温度到達時の温度及び応力 
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第 2.2.11 図 格納容器圧力の推移 

 

第 2.2.12 図 格納容器気相部の温度の推移 

 

原子炉減圧により圧力容器か

らドライウェルへの放熱量が

低下することによる温度低下 

原子炉減圧に伴いサプレッションチ

ェンバへ蒸気が放出されるためサプ

レッションチェンバ温度が上昇 

 

残留熱除去系停止時冷却モード起動

に伴う原子炉水温低下により，圧力

容器からドライウェルへの放熱量が

低下し温度低下 ドライウェル圧力における飽和

温度に収束 

原子炉減圧に伴いサプレッション

チェンバへ蒸気が放出されるため

格納容器圧力が上昇 

 

残留熱除去系停止時冷却モード起

動に伴う原子炉水温低下により，格

納容器圧力は安定 
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第 2.2.13 図 サプレッションプール水位の推移 

 

 

第 2.2.14 図 サプレッションプール水温の推移 
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低圧注水系及び低圧炉心スプレイ系起

動により水位低下 
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第 2.2.1 表 高圧注水・減圧機能喪失時における重大事故等対策について（1/3） 

判断及び操作 手順 
有効性評価上期待する設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

全給水喪失による原子炉スクラム確

認 

・全給水喪失により原子炉水位が低下し，原子炉水位低（レ

ベル３）により原子炉がスクラムすることを確認する。 

― ― 原子炉水位（広帯域）（SA） 

平均出力領域モニタ（SA） 

起動領域モニタ（SA） 

外部電源喪失による非常用ディーゼ

ル発電機等自動起動確認 

・非常用交流母線の低電圧信号により，非常用ディーゼル

発電機等が自動起動することを確認する。 

非常用ディーゼル発電機 

高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機 

― M/C 6-2C，2D，2H 母線電圧 

高圧注水機能喪失確認（原子炉隔離

時冷却系／高圧炉心スプレイ系） 

・原子炉水位低（レベル２）により原子炉隔離時冷却系及

び高圧炉心スプレイ系の起動信号が発信されるが，機能

喪失することを確認する。 

― ― 原子炉水位（広帯域）（SA） 

原子炉圧力（SA） 

原子炉隔離時冷却系ポンプ出

口圧力 

原子炉隔離時冷却系ポンプ出

口流量（SA） 

高圧炉心スプレイ系ポンプ出

口圧力 

高圧炉心スプレイ系ポンプ出

口流量 

非常用ガス処理系及び中央制御室換

気空調系起動確認 

・非常用ガス処理系が起動することを確認する。 

・中央制御室換気空調系が起動することを確認する。 

非常用ガス処理系 

中央制御室換気空調系 

― ― 

主蒸気隔離弁「全閉」確認 ・原子炉水位（レベル２）により主蒸気隔離弁の閉信号が

発信され全閉することを確認する。 

主蒸気隔離弁 ― ― 

逃がし安全弁による原子炉圧力制御

確認 

・主蒸気隔離弁「全閉」後，原子炉圧力は逃がし安全弁に

て制御されていることを確認する。 

逃がし安全弁 ― 原子炉水位（広帯域）（SA） 

原子炉圧力（SA） 
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第 2.2.1 表 高圧注水・減圧機能喪失時における重大事故等対策について（2/3） 

判断及び操作 手順 
有効性評価上期待する設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

高圧代替注水系機能喪失 ・原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系の機能喪失

確認後，高圧代替注水系を手動起動するが機能喪失する

ことを確認する。 

― 

 

― 

 

原子炉水位（広帯域）（SA） 

原子炉圧力（SA） 

高圧代替注水系ポンプ出口圧

力 

高圧代替注水系ポンプ出口流

量（SA） 

低圧注水機能自動起動確認（低圧注

水系／低圧炉心スプレイ系） 

 

・原子炉水位低（レベル１）により低圧注水系及び低圧炉

心スプレイ系が自動起動することを確認する。 

残留熱除去系ポンプ 

低圧炉心スプレイ系ポン

プ 

 

― 

 

原子炉水位（広帯域）（SA） 

原子炉圧力（SA） 

残留熱除去系ポンプ出口圧力 

低圧炉心スプレイ系ポンプ出

口圧力 

原子炉手動減圧失敗及び代替自動減

圧機能による原子炉減圧確認（逃が

し安全弁２弁） 

・原子炉水位低（レベル１）かつ低圧注水系若しくは低圧

炉心スプレイ系ポンプ起動後 10 分で逃がし安全弁２弁

が作動し，原子炉が減圧されることを確認する。 

代替自動減圧機能（SA） 

逃がし安全弁（SA） 

― 原子炉水位（広帯域）（SA） 

原子炉圧力（SA） 

低圧注水機能（低圧注水系／低圧炉

心スプレイ系）による原子炉水位上

昇確認 

 

・代替自動減圧機能による原子炉減圧後，低圧注水系及び

低圧炉心スプレイ系により原子炉へ注水し，原子炉水位

上昇を確認する。 

 

残留熱除去系ポンプ 

低圧炉心スプレイ系ポン

プ 

 

 

― 

 

原子炉水位（広帯域）（SA） 

原子炉圧力（SA） 

残留熱除去系ポンプ出口圧力 

残留熱除去系ポンプ出口流量 

低圧炉心スプレイ系ポンプ出

口圧力 

低圧炉心スプレイ系ポンプ出

口流量 
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第 2.2.1 表 高圧注水・減圧機能喪失時における重大事故等対策について（3/3） 

判断及び操作 手順 
有効性評価上期待する設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

残留熱除去系サプレッションプール

水冷却モードへ移行 

・原子炉水位制御が適切に行われていることを確認した後，

格納容器の除熱を行うため残留熱除去系１系統をサプレ

ッションプール水冷却モードへ移行する。 

残留熱除去系ポンプ ― 原子炉水位（広帯域）（SA） 

残留熱除去系ポンプ出口圧力 

残留熱除去系ポンプ出口流量 

サプレッションチェンバ圧力

（SA） 

サプレッションプール水温度

（SA） 

残留熱除去系原子炉停止時冷却モー

ドへ移行 

・原子炉圧力と原子炉水位を確認し，残留熱除去系原子炉

停止時冷却モードへ移行する。 

残留熱除去系ポンプ ― 原子炉水位（広帯域）（SA） 

原子炉圧力（SA） 

残留熱除去系ポンプ出口圧力 

残留熱除去系ポンプ出口流量 

 

2
.
2
–
2
3
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第 2.2.2 表 主要解析条件（高圧注水・減圧機能喪失）（1/2） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード 

原子炉側：SAFER 

格納容器側：MAAP 

本重要事故シーケンスの重要現象を評価で

きるコード 

初

期

条

件

 

原子炉熱出力 2,436MWt 定格熱出力として設定 

初期原子炉圧力 6.93MPa[gage] 定格圧力として設定 

初期原子炉水位 通常水位 通常運転水位として設定 

燃料 9×9 燃料(A 型) - 

燃料棒最大線出力密度 44.0kW/m 設計の最大値として設定 

崩壊熱 

ANSI/ANS-5.1-1979 

（燃焼度 33GWd/t） 

燃焼度は，定常誤差を考慮し，サイクル末

期の燃焼度に 10%の保守性を考慮 

格納容器空間体積（ドライウェル）  格納容器の設計値として設定 

格納容器体積（サプレッションチェンバ）  格納容器の設計値として設定 

初期サプレッションプール水位 3.55m 

通常運転時のサプレッションプール水位とし

て設定 

初期格納容器温度（ドライウェル） 57℃ 通常運転時の格納容器温度として設定 

初期格納容器温度（サプレッションチェンバ） 32℃ 

通常運転時のサプレッションプール水温の

上限として設定 

初期格納容器圧力 5.0kPa[gage] 通常運転時の格納容器圧力として設定 

真空破壊装置 

 

 

- 

事

故

条

件

 

起因事象 給水流量の全喪失 全給水の喪失が発生するものとして設定 

安全機能の喪失に対する仮定 高圧注水機能及び減圧機能喪失 

高圧注水機能として原子炉隔離時冷却系

及び高圧炉心スプレイ系の機能喪失を，減

圧機能として手動減圧の失敗を設定 

外部電源 外部電源なし 

外部電源はないものとする。ただし，再循環

ポンプは，事象発生と同時にトリップせず，

原子炉水位低（レベル２）の信号でトリップ

するものとする 

  

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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第 2.2.2 表 主要解析条件（高圧注水・減圧機能喪失）（2/2） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重

大

事

故

等

対

策

に

関

連

 

す

る

機

器

条

件

 

原子炉スクラム信号 原子炉水位低（レベル３） 

保有水量を保守的に評価するスクラム条件

を設定 

代替自動減圧機能 

作動時間：原子炉水位低（レベル

1）到達から 10 分後 

作動数：2 弁 

代替自動減圧機能の設計値として設定 

逃がし安全弁 

7.37MPa[gage]×2 弁，356t/h/個 

7.44MPa[gage]×3 弁，360t/h/個 

7.51MPa[gage]×3 弁，363t/h/個 

7.58MPa[gage]×3 弁，367t/h/個 

逃がし安全弁の設計値として設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

低圧注水系 

原子炉水位低（レベル１）にて自動

起動 

1,136m

3

/h（ポンプ１台当たり，

0.14MPa [dif]において） 

低圧注水系の設計値として設定 

低圧炉心スプレイ系 

原子炉水位低（レベル１）にて自動

起動 

1,050m

3

/h（ポンプ１台あたり，

0.78MPa [dif]において） 

低圧炉心スプレイ系の設計値として設定 

重

大

事

故

等

対

策

に

関

連

 

す

る

操

作

条

件

 

残留熱除去系サプレッションプール水冷却モ

ード 運転 

原子炉水位高(レベル８） 到達後 運転操作手順書等を踏まえて設定 

残留熱除去系原子炉停止時冷却モード 運転 事象発生 12 時間後 運転操作手順書等を踏まえて設定 
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添付資料 2.2.1 

 

安定停止状態について 

 

高圧注水・減圧機能喪失時の安定停止状態については，以下のとおり。 

 

安定停止状態：原子炉水位安定及び格納容器圧力・温度が低下傾向 

【原子炉安定状態】 

第 2.2.6 図及び第 2.2.7 図に示すとおり，低圧注水系及び低圧炉心スプレイ系による原子

炉注水により炉心が冠水し，安定的に原子炉水位が維持されている状態を安定状態とする。 

 

【格納容器安定状態】 

第 2.2.11 図及び第 2.2.12 図に示すとおり，残留熱除去系による崩壊熱除去により，格納

容器圧力・温度が低下傾向になった時点（約 12 時間後）を安定状態とする。 
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添付資料 2.2.2 

燃料評価結果について 

 

１．燃料消費に関する評価 

 

プラント状況：２号炉運転中，１，３号炉停止中（炉内に燃料無し） 

事象：外部電源が喪失して非常用ディーゼル発電機等から給電する場合を想定する。 

燃料種別 軽油 

時

系

列

 

事象発生直後～ 

事象発生後７日間 

（＝168ｈ） 

非常用ディーゼル発電機（（A），（B）の２台起動） 

（外部電源喪失後に自動起動） 

非常用ディーゼル発電機（A） 

燃費約 1,601L/h（最大負荷） 

×1 台×24h×7 日間＝約 269.0 kL 

非常用ディーゼル発電機（B） 

燃費約 1,420L/h（最大負荷） 

×1 台×24h×7 日間＝約 238.7kL 

事象発生直後～ 

事象発生後７日間 

（＝168ｈ） 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

（外部電源喪失後に自動起動） 

燃費約 649.3L/h（最大負荷） 

×1 台×24h×7 日間＝約 109.1 kL 

合計 

７日間で消費する軽油量の合計 

約 616.8 kL 

結果 

２号炉に備蓄している軽油量は，軽油タンク（２

基），燃料デイタンク（３基），地下軽油タンク（３

基）の合計より 

約 841.2 kL であることから，７日間は十分に対

応可能 
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2.3 全交流動力電源喪失 

2.3.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において炉心損傷防止対

策の有効性を確認する事故シーケンスは，「外部電源喪失時に非常用所内交

流電源が喪失する事故」，「外部電源喪失時に非常用所内交流電源が喪失し，

逃がし安全弁の再閉に失敗する事故」，「外部電源喪失時に非常用所内交流電

源が喪失し，原子炉隔離時冷却系の起動に失敗する事故」，「外部電源喪失時

に非常用所内交流電源が喪失し，直流電源が喪失する事故」及び「建屋外壁

扉の人的過誤による誤開放により，建屋内への浸水が発生し，安全系設備が

機能喪失する事故」であり，事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」

において「外部電源喪失時に非常用所内交流電源が喪失する事故」を重要事

故シーケンスとして抽出した。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」では，原子炉の出力運転

中に，送電系統の故障等により，外部電源が喪失し，非常用所内交流電源系

統が機能喪失する。このため，緩和措置がとられない場合には，原子炉注水

ができなくなることで原子炉水位が低下し，炉心損傷に至る。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，原子炉隔離時冷却系または

高圧代替注水系により炉心を冷却することによって炉心の著しい損傷の防

止を図り，また，ガスタービン発電機により給電を実施し，原子炉補機代替

冷却系を用いた残留熱除去系による除熱を行うことによって格納容器破損

の防止を図る。 
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なお，直流電源の喪失あるいは何らかの原因により原子炉隔離時冷却系が

起動できない場合は，可搬型代替直流電源設備に接続されている高圧代替注

水系を用いることにより，原子炉隔離時冷却系を用いる場合と同様，炉心燃

料の冠水を維持したまま原子炉水位を回復することができる。さらに，可搬

型代替直流電源設備が期待できない場合でも，高圧代替注水系の現場での手

動起動により原子炉水位を適切に維持したまま原子炉水位を回復すること

ができる。 

 

(3) 炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」における機能喪失に対し

て，炉心が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とするため，

ガスタービン発電機を整備し，原子炉隔離時冷却系または高圧代替注水系，

及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を行う。また，格納容器の健

全性を長期的に維持するため，原子炉補機代替冷却系を用いた残留熱除去系

による格納容器除熱手段を整備する。（補足説明資料１．） 

これらの対策の概略系統図を第 2.3.1 図及び第 2.3.2 図に，手順の概要を

第 2.3.3 図に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重

大事故等対策における設備と手順の関係を第 2.3.1 表に示す。 

本重要事故シーケンスにおける重大事故等対策に必要な要員は，中央制御

室の運転員，緊急時対策本部要員，重大事故等対応要員で構成され，合計 29

名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，運転操作

の統括を行う発電課長１名，運転操作の指揮，監視及び指示を行う発電副長

１名，運転操作対応を行う運転員５名である。発電所構内に常駐している要

員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は６名，重大事故等対応要
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員は16名である。この必要な要員と作業項目について第2.3.4図に示す。（補

足説明資料２．～６．） 

a. 主蒸気止め弁閉による原子炉スクラム確認 

外部電源喪失に伴い，主蒸気止め弁閉により原子炉がスクラムすることを

確認する。 

原子炉スクラム確認に必要な計装設備は，平均出力領域モニタ等である。 

b. 非常用ディーゼル発電機等機能喪失確認 

非常用交流母線の低電圧信号により，非常用ディーゼル発電機等の起動信

号が発信されるが，機能喪失することを確認する。 

非常用ディーゼル発電機等機能喪失確認に必要な計装設備は，M/C 6-2C，

2D，2H 母線電圧である。 

c. 直流電源の有無の確認 

125V 直流主母線電圧にて直流電源の有無を確認する。 

直流電源の有無の確認に必要な計装設備は，125V 直流主母線電圧 2A，2B

である。 

d. 原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却海水系機能喪失確認 

原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却海水系の機能喪失を確認する。 

原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却海水系機能喪失確認に必要な計

装設備は，原子炉補機冷却水供給圧力等である。 

e. 非常用炉心冷却系機能喪失確認 

非常用炉心冷却系の機能喪失を確認する。 

非常用炉心冷却系機能喪失確認に必要な計装設備は，高圧炉心スプレイ系

ポンプ出口圧力等である。 

f. 原子炉隔離時冷却系自動起動確認 
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原子炉水位低（レベル２）信号により原子炉隔離時冷却系が自動起動し，

原子炉への注水が開始することにより，原子炉水位が回復することを確認す

る。 

原子炉隔離時冷却系自動起動確認に必要な計装設備は，原子炉隔離時冷却

系ポンプ出口流量等である。 

g. 全交流動力電源喪失及び除熱機能喪失を判断 

外部電源が喪失し，非常用ディーゼル発電機等が機能喪失することにより，

全ての非常用母線及び常用母線への給電に失敗したことを確認し，全交流動

力電源喪失と判断する。 

これにより，ガスタービン発電機による電源確保，原子炉補機代替冷却系

による格納容器除熱，可搬型大容量送水ポンプによる復水貯蔵タンクへの補

給等の準備を開始する。 

h. 直流電源負荷切り離し（中央制御室） 

24 時間直流電源確保のため，中央制御室にて直流負荷の切り離しを行う。 

i. 直流電源負荷切り離し（現場） 

24 時間直流電源確保のため，制御建屋内にて直流負荷の切り離しを行う。 

j. 復水貯蔵タンク補給 

可搬型大容量送水ポンプにより，復水貯蔵タンクへの補給を実施する。 

復水貯蔵タンク補給に必要な計装設備は，復水貯蔵タンク水位である。 

k. ガスタービン発電機による非常用交流電源の回復を確認 

事象発生から 24 時間経過した時点で，ガスタービン発電機による電源供

給により，非常用交流電源が回復したことを確認する。 

ガスタービン発電機による非常用交流電源の回復を確認に必要な計装設

備は，M/C 6-2C，2D 母線電圧等である。 
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l. 低圧代替注水系（常設）注水系統構成・起動 

ガスタービン発電機による交流電源供給後，低圧代替注水系（常設）の系

統構成及び起動を行う。 

低圧代替注水系（常設）注水系統構成・起動に必要な計装設備は，復水移

送ポンプ出口圧力である。 

m. 逃がし安全弁２弁による原子炉減圧 

低圧代替注水系（常設）の準備完了後，逃がし安全弁２弁により原子炉減

圧を実施する。 

逃がし安全弁２弁による原子炉減圧実施に必要な計装設備は，原子炉圧力

等である。 

n. 低圧代替注水系（常設）による原子炉水位制御 

原子炉の減圧後，１台の復水移送ポンプにより原子炉へ注水し，原子炉水

位の制御を行う。 

低圧代替注水系（常設）による原子炉水位制御に必要な計装設備は，原子

炉水位（広帯域）等である。 

o. 残留熱除去系サプレッションプール水冷却モード起動 

ガスタービン発電機による交流電源供給後，原子炉補機代替冷却系を用い

た残留熱除去系によるサプレッションプール水冷却モード運転を行う。 

残留熱除去系サプレッションプール水冷却モード起動に必要な計装設備

は，サプレッションプール水温度等である。 

 

2.3.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

重要事故シーケンスは，重大事故等対策の強化した直流電源及びガスター
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ビン発電機の有効性評価という観点で，「外部電源喪失時に非常用所内交流

電源が喪失する事故」である。 

本重要事故シーケンスでは，炉心からの崩壊熱，燃料集合体から冷却材へ

の熱伝達，原子炉隔離時冷却系及び低圧代替注水系（常設）による注水，逃

がし安全弁による減圧，原子炉補機代替冷却系を用いた残留熱除去系による

格納容器除熱等が重要な現象となる。よって，これらの現象を熱水力評価す

ることが可能である長期間熱水力過渡変化解析コード SAFER，これらの現象

による格納容器挙動を一貫して評価することが可能であるシビアアクシデ

ント総合解析コード MAAP により原子炉圧力，原子炉水位，燃料被覆管温度，

格納容器圧力，格納容器温度等の過渡応答を求める。 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する主要な解析条件を第 2.3.2 表に示す。 

a. 事故条件 

(a) 起因事象 

送電系統又は所内主発電設備の故障等によって，外部電源が喪失するこ

とを想定する。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

全ての非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定し，全交流動力電源

が喪失するものとする。 

(c) 外部電源 

外部電源はないものとする。 

起因事象として，外部電源が喪失するものとしている。 

b. 重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム信号 
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原子炉の自動停止は「主蒸気止め弁閉」信号によるものとする。 

(b) 原子炉隔離時冷却系 

原子炉隔離時冷却系が原子炉水位低（レベル２）により自動起動し，

90.8m

3

/h（7.86 ～1.04MPa[gage]において）の流量で原子炉に注水するも

のとする。 

(c)逃がし安全弁 

原子炉の減圧として逃がし安全弁２弁を使用するものとし，容量として，

逃がし安全弁１弁あたり定格主蒸気流量の約８%を処理するものとする。 

(d) 低圧代替注水系（常設） 

原子炉の減圧後に，108.5 m

3

/h（0.427MPa[dif]において）の流量で注水

するものとする。 

(e) 原子炉補機代替冷却系 

除熱量は 18.6MW（海水温度 26℃において）とする。 

c. 重大事故等対策に関連する操作条件 

(a) 常設直流電源は，中央制御室において簡易な操作で負荷の切り離しを事

象発生１時間後に，必要な負荷以外の切り離しを事象発生８時間後に，

それぞれ実施するものとするものとする。 

(b) 交流動力電源は 24 時間使用できないものとし，事象発生 24 時間後にガ

スタービン発電機による交流動力電源を供給するものとする。 

(c) 逃がし安全弁による原子炉手動減圧及び低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水は，非常用所内交流母線が復電する，事象発生 24 時間後か

ら開始されるものとする。 

(d) 原子炉補機代替冷却系による残留熱除去系サプレッションプール水冷

却モードの運転は，原子炉補機代替冷却系の設置及び非常用所内交流母
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線の復電時間等を考慮し，事象発生 25 時間後から開始されるものとす

る。 

 

(3) 有効性評価の結果 

手順の概要を第 2.3.3 図に示すとともに，原子炉圧力，原子炉水位（シュ

ラウド内及びシュラウド内外）

※

，注水流量，燃料被覆管温度の推移及び燃

料棒に破裂が発生する時点の燃料被覆管温度と燃料被覆管応力の関係を第

2.3.5 図から第 2.3.10 図に，格納容器圧力，格納容器気相部の温度，サプレ

ッションプール水位及び水温の推移を第 2.3.11 図及び第 2.3.14 図に示す。 

a. 事象進展 

外部電源喪失に伴い，「主蒸気止め弁閉」による原子炉スクラム信号が発

信し，原子炉はスクラムする。また，外部電源喪失により自動起動する非常

用ディーゼル発電機等が起動しないことにより，全交流動力電源喪失に至る。

合わせて，原子炉補機冷却海水系等が機能喪失することにより，除熱機能喪

失が発生する。 

原子炉の給水が喪失することにより，原子炉水位は低下するが，原子炉水

位低（レベル２）で原子炉隔離時冷却系が自動起動して水位は維持される。 

常設直流電源は，中央制御室において簡易な操作で負荷の切り離しを行う

ことで８時間，その後，必要な負荷以外を切り離して残り 16 時間の合計 24

時間にわたり，必要な電力の供給が可能であるものとする。（添付資料 2.3.1） 

この間，原子炉隔離時冷却系が原子炉水位低（レベル２）での自動起動及

び原子炉水位高（レベル８）でのトリップを繰り返すことにより，原子炉水

位は適切に維持される。（添付資料 2.3.2） 

事象発生から 24 時間経過した時点で，ガスタービン発電機による交流電
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源の供給を開始し，その後，原子炉の減圧及び低圧代替注水系（常設）によ

る原子炉注水を開始する。原子炉の減圧は，逃がし安全弁２弁による手動操

作にて実施する。 

減圧を開始すると，冷却材の流出により原子炉水位は低下するが，低圧代

替注水系（常設）による原子炉注水が開始すると回復し，原子炉水位は有効

燃料棒頂部を下回ることなく，炉心は冠水維持される。 

※SAFER により計算される原子炉水位の推移の図は，炉心露出から再冠水過

程を示すという観点で，シュラウド内側の水位を示した。シュラウド内側

は，炉心部から発生するボイドを含んだ二相水位を示しているため，シュ

ラウド外側水位より，見かけ上高めの水位となる。一方，ECCS 起動信号及

び運転員が確認を行う原子炉水位はシュラウド外側の水位であることか

ら，シュラウド内外の水位を合わせて示した。 

 

b. 評価項目等 

燃料被覆管の最高温度は第 2.3.9 図に示すとおり，初期値を上回ることな

く，1,200℃以下となる。また，燃料被覆管の酸化量は酸化反応が著しくな

る前の燃料被覆管厚さの１％以下である。 

原子炉圧力は第 2.3.5 図に示すとおり，逃がし安全弁の作動により，約

7.45MPa[gage]に抑えられる。原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，

原子炉圧力と原子炉圧力容器底部圧力との差（高々約 0.3MPa）を考慮しても，

最高使用圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を十分下回る。 

崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉内で崩壊熱により発生する蒸

気が格納容器内に流入することによって，格納容器の圧力及び温度は徐々に

上昇するが，事象発生から約 25 時間経過した時点で，原子炉補機代替冷却

系を用いた残留熱除去系による除熱を行うことによって，原子炉格納容器バ
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ウンダリにかかる圧力及び温度の最大値は，それぞれ約 0.362MPa[gage]及び

約 153℃に抑えられる。 

炉心は安定して冷却されており，事象発生から約 25 時間後に格納容器圧

力及び温度は低下傾向を示していることから，安定停止状態に至る。その後

も，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水，原子炉補機代替冷却系を用

いた残留熱除去系による格納容器除熱を行うことにより，安定停止状態を維

持できる。（添付資料 2.3.3） 

 

2.3.3 コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

追而 

 

2.3.4 必要な要員及び資源の確保 

(1) 必要な要員の確保 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」における重大事故等対策

に必要な要員は，「2.3.1(3)炉心損傷防止対策」に示すとおり 29 名であり，

重大事故等対策に備え発電所に常駐している要員 39 名で対処可能である。 

(2) 必要な資源の確保 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，必要な水源，

燃料及び電源の資源について以下のとおりである。（添付資料 2.3.4） 

a. 水源 

原子炉隔離時冷却系及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水につ

いては，７日間の対応を考慮すると，合計約 2,607m

3

必要となる。 

復水貯蔵タンク及び淡水貯水槽で合計約 11,192m

3

保有しており，事象発

生約 49 時間以降に可搬型大容量送水ポンプによる復水貯蔵タンクへの給
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水を行うことで，復水貯蔵タンクを枯渇させることなく復水貯蔵タンクを

水源とした注水が可能となることから，７日間の継続実施が可能である。 

b. 燃料 

ガスタービン発電機による電源供給については，事象発生直後からの運

転を想定し，事象発生後７日間で使用する軽油量は，約 269.6 kL である。 

復水貯蔵タンクへの補給等に使用する可搬型大容量送水ポンプについ

ては，事象発生 6 時間後からの運転を想定し，事象発生後７日間で使用す

る軽油量は，約 30.5kL である。 

原子炉補機代替冷却系に用いる可搬型大容量送水ポンプ及び電源車に

ついては，事象発生 23 時間後からの運転を想定し，事象発生後７日間で

使用する軽油量は，合わせて約 41.8 kL である。 

以上を合計して，事象発生後７日間で使用する軽油量は，約 341.9 kL

であるが，２号炉に備蓄している軽油量は約 841.2kL であることから，７

日間の軽油の供給継続が可能である。 

c. 電源 

ガスタービン発電機の電源負荷については，重大事故等対策に必要な負

荷として約 3,430kW 必要となるが，給電容量である 7,200kW 未満となるこ

とから，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

 

2.3.5 結論 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」では，事象発生後，外部電

源が喪失し，非常用所内交流電源系統が機能喪失することにより，原子炉注水

ができなくなることで原子炉水位が低下し，炉心損傷に至ることが特徴である。 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に対する炉心損傷防止対策
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としては，原子炉隔離時冷却系または高圧代替注水系による原子炉注水手段，

ガスタービン発電機による電源確保手段，原子炉補機代替冷却系を用いた残留

熱除去系による除熱手段を整備している。 

 

事故シーケンスグループ｢全交流動力電源喪失｣の重要事故シーケンス「外部

電源喪失時に非常用所内交流電源が喪失する事故」について有効性評価を行っ

た。 

 

上記の場合においても，原子炉隔離時冷却系による原子炉注水，ガスタービ

ン発電機による電源確保，原子炉補機代替冷却系を用いた残留熱除去系による

除熱を実施することにより，炉心が露出することはない。その結果，燃料被覆

管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力，原子炉格納容

器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満足している。また，長期

的には安定停止状態を維持できる。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は，重大事故等対策に備え発電所に常駐して

いる要員にて対処可能である。また，必要な水源，燃料及び電源については，

全交流動力電源喪失時においても供給可能である。 

 

以上のことから，事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，

原子炉隔離時冷却系等の炉心損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに

対して有効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「全交流動力電源

喪失」に対して有効である。 



 

 

 

第 2.3.1 図 全交流動力電源喪失時の使用系統概要 

（原子炉隔離時冷却系） 

2
.
3
–
1
3
 



 

第 2.3.2 図 全交流動力電源喪失時の使用系統概要 

（低圧代替注水系（常設）・残留熱除去系（サプレッションプール水冷却モード）） 

2
.
3
–
1
4
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外部電源喪失 

外部電源喪失確認 

原子炉補機冷却水系／ 

原子炉補機冷却海水系 

機能喪失確認 
注２

 

原子炉スクラム確認 
注１

 

非常用ディーゼル発電機等 

機能喪失確認 
注２

 

非常用炉心冷却系 

機能喪失確認 注２

 

残留熱除去系サプレッション 

プール水冷却モード起動 注１４ 

逃がし安全弁２弁による 

原子炉減圧 注 1２ 

低圧代替注水系（常設） 

による原子炉水位制御 注１３ 

  

直流電源負荷 

切り離し（現場） 

全交流動力電源喪失及び 

除熱機能喪失を判断 注６

 

（25 時間） 

（約 31 秒） 

（８時間） 

直流電源負荷 

切り離し 

（中央制御室） 

（～１時間） 

ガスタービン発電機による 

非常用交流電源の回復 注１０ 

低圧代替注水系（常設） 

注水系統構成・起動 注１１ 

（解析上の時刻） 

注１：「主蒸気止め弁 閉」により原子炉がスクラム 

注２：機能喪失の判断項目は状態表示ランプ，関連パラメータで判断 

注３：直流電源喪失は 125V 直流主母線電圧が零ボルトで判断 

注４：「原子炉水位低（レベル２）」により原子炉隔離時冷却系の自動起

動信号が発信 

   起動は状態表示ランプ，ポンプ出口圧力，ポンプ出口流量で判断 

注５：「原子炉水位低（レベル２）」により主蒸気隔離弁の閉信号が発信

注６：全交流動力電源喪失は外部電源喪失及び非常用ディーゼル発

電機等からの受電失敗による全ての母線電圧が零ボルトで判断 

除熱機能喪失は原子炉補機冷却水系または原子炉補機冷却海

水系のいずれかの機能喪失により残留熱除去系が使用不能で

判断 

注７：状態表示ランプ，原子炉圧力を確認 

ガスタービン発電機 

から受電準備 注８ 

原子炉補機 

代替冷却系 

準備開始 

可搬型大容量送水ポンプ準備開始 

燃料プール代替注水系 

（24 時間） 

安定的な原子炉冷却・ 

格納容器除熱を継続 

  

高圧代替注

水系起動 
No 

高圧窒素ガス供給系 

系統構成 注９ 

原子炉隔離時冷却系 

自動起動 注 4

 

  

中央制御室換気 

空調系起動 

非常用ガス処理系

起動確認 

復水貯蔵タンク補給用 

燃料プールスプレイ系 

 

原子炉格納容器 

代替スプレイ冷却系 

 

低圧代替注水系（可搬型） 

原子炉格納容器 

 頂部注水系（可搬型） 

 

原子炉格納容器 

下部注水系（可搬型） 

  

補給開始 

注 11：復水補給水系の隔離弁を「全閉」後，復水移送ポンプ１台を

起動 

注 12：低圧代替注水系（常設）の状態表示ランプ，出口圧力を確認

後実施 

注 13：原子炉水位，原子炉注水流量にて注水開始を確認し原子炉

水位をレベル３～レベル８で制御 

注 14：起動は状態表示ランプ，ポンプ出口圧力，ポンプ出口流量で

判断 

（直流電源確保） （減圧機能確保） 

（代替注水等確保） 

（代替冷却確保） 

（水源確保） 

（被ばく低減 

操作） 

（交流電源確保） 

 

125V 代替蓄電池 

より受電 

直流電源の有無 注３ 

  

直流電源復旧 注３ 

高圧代替注水系起動 

（現場による手動起動）

無 

No 

有 

Yes 

Yes 

解析上考慮

せず  

注８ ：審査ガイドの主要解析条件を踏まえ，交流動力電源は２４時間

使用できないものとする  

注９ ：現場にて逃がし安全弁（自動減圧機能）へ供給する高圧窒素

ガスを確保 

注 10：M/C 6-2F 母線電圧を確認し M/C 6-2C，6-2D 母線へ受電 

 

〔解析上考慮せず〕  

非常用ディ

ーゼル発電

機等の復旧 

解析上考

慮せず   

凡例 

     ：操作・確認    

     ：プラント状態   

     ：判断 

     ：失敗時の対応操作   

  

  

：重大事故等対応要員作業 

：運転員と重大事故等対応要員の作業       

  

    

主蒸気隔離弁「全閉」確認 注５ 

 逃がし安全弁による 

原子炉圧力制御確認 注７ 

準備完了 

 

電源車準備開始 

状況状況状況状況 

判断判断判断判断 

第 2.3.3 図 全交流動力電源喪失時の対応手順の概要 
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第 2.3.4 図 全交流動力電源喪失時の作業と所要時間 

発電課長 1 ●運転操作の統括

発電副長 1 ●運転操作の指揮・監視・指示

●外部電源喪失確認

●原子炉スクラム確認

●非常用ディーゼル発電機等機能喪失確認

●直流電源有無の確認

●原子炉補機冷却水系/原子炉補機冷却海水系

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機能喪失確認

●非常用炉心冷却系機能喪失確認

●原子炉隔離時冷却系自動起動

●主蒸気隔離弁「全閉」確認

●逃がし安全弁による原子炉圧力制御確認

【運転員A，B】 【2】 ●ガスタービン発電機受電準備

運転員D，E 2 ●交流電源現場調査

高圧注水(原子

炉隔離冷却系)

【運転員C】 【1】

●原子炉隔離時冷却系による原子炉水位制御

　　（「排気圧力高トリップ」ロジックバイパス含む）

適宜実施

減圧機能

確保

【運転員D，E】 【2】 ●高圧窒素ガス供給系系統構成

【運転員B】 【1】 ●直流電源負荷切り離し（中央制御室） 　（1時間以内に実施）

【運転員D，E】 【2】 ●直流電源負荷切り離し(現場） 20分

重A～重I 9 ●可搬型設備保管場所への移動

【重A～重C】 【3】

●可搬型大容量送水ポンプの設置

    　　　　　　　　　　　　　　　　（水中ポンプの設置含む）

【重D～重I】 【6】 ●ホース延長回収車による送水用ホース敷設

●分岐器の設置，外部接続口への送水用ホース敷設

●可搬型大容量送水ポンプの起動，水張り 30分

【重Ｇ】 【1】 ●可搬型大容量送水ポンプ監視 以降監視

【運転員D，E】 【2】 ●原子炉補機冷却水系系統構成　(原子炉棟） 40分

【重A～重Ｆ】 【6】 ●可搬型設備保管場所への移動 30分

重J～重L 3 ●原子炉補機代替冷却系用電源車設置 1.5時間

【重D～重F】 【3】

●ホース延長回収車による海水送水ホース及び

　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　海水排水ホース敷設

【重A～重C】 【3】

●可搬型大容量送水ポンプの設置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（水中ポンプの設置含む）

【重A～重Ｆ】 【6】

●原子炉補機代替冷却系熱交換器ユニットの設置

  　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　及び通水ライン準備

【運転員D，E】 【2】

●原子炉補機代替冷却系接続後の

　　　　　　　　　　　  　　　原子炉補機冷却水系ベント操作

30分

【運転員A】 【1】 ●原子炉補機冷却水系系統構成(中央制御室） 5分

【重A～重D】 【4】

●可搬型大容量送水ポンプおよび

         　　　　　　　原子炉補機代替冷却系の起動，監視

【重J，K】 【2】 ●原子炉補機代替冷却系用電源車起動，監視

【運転員D，E】 【2】 ●復水貯蔵タンク水源切り替え

【重H，Ｉ】 【2】 ●復水貯蔵タンク補給

交流電源確保 【運転員B】 【1】 ●ガスタービン発電機受電

【運転員B】 【1】 ●低圧代替注水系（常設）注水系統構成・起動 5分

●逃がし安全弁２弁による原子炉減圧 5分

●低圧代替注水系（常設）による原子炉水位制御

●非常用ガス処理系起動確認 5分

●中央制御室換気空調系手動起動 20分

格納容器除熱 【運転員A】 【1】 ●残留熱除去系サプレッションプール水冷却モード起動 10分

重M～重P 4 ●可搬型設備保管場所への移動

●可搬型大容量送水ポンプ用タンクローリーへの移送 50分

●可搬型大容量送水ポンプへ給油 4時間40分毎に1回補給

●原子炉補機代替冷却系用タンクローリーへの移送

●原子炉補機代替冷却系（電源車）への給油

●原子炉補機代替冷却系

　　　　　　　　　　　（可搬型大容量送水ポンプ）への給油

機能喪失機器

復旧

参集要員等 － ●機能喪失した機器の復旧作業

運転員 7

重大事故等対応要員 16

合計 23

20m 30m 40m 5h 7h

運転員

A,B,C

余裕時間

9h 11h50m 15h 17h 23h1h
　　　　　　　備考

6.5時間

経過時間（分）

3h 13h 24h 25h 7d6d

手順の項目 手順の内容

10m
必要な要員と作業項目

現場作業

の要員

移動

要員（名）

（作業に必要な要員数）

【　】は他作業後

移動してきた要員

記載例　　重A：

重大事故等対応要員A

経過時間（日）経過時間（時間）

5d

低圧代替注水

（常設）

【運転員C】 【1】

【重M，N】 【2】

【重O，P】 【2】

20分

燃料補給

復水貯蔵タンク水位低

警報発生で実施

要員数

参集要員等により復旧

50分

5時間

3時間

水源確保

49時間までに補給開始

代替冷却系

起動監視

作業時間が最大となるルートを想定

30分

150分毎に1回給油

4時間40分毎に1回給油

適宜実施

【運転員A】被ばく低減操作 【1】

3.5時間

35分

直流電源確保

20分

2時間

5分

8時間より操作開始

状況判断 3

代替冷却確保

作業時間が最大となるルートを想定

15分

3.5時間

【重A～重I】 【9】

代替注水等

確保

交流電源確保

作業時間が最大となるルートを想定

5分

事象発生

原子炉スクラム

25時間 残留熱除去系サプレッションプール水冷却モード 開始

約31秒 原子炉隔離時冷却系による原子炉注水開始

約1時間 直流電源負荷切り離し（中央制御室）

水位を確認して適宜補給

約17時間 原子炉補機代替冷却系準備完了

約6時間 可搬型大容量送水ポンプ起動

以降監視

以降監視

10分

約6.5時間 可搬型大容量送水ポンプ準備完了

逃がし安全弁による原子炉減圧

24時間 ガスタービン発電機より受電

約24.2時間 原子炉補機代替冷却系 起動

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水開始

約8時間 直流電源負荷切り離し（現場）

5分
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第 2.3.5 図 原子炉圧力の推移 

 
第 2.3.6 図 原子炉水位の推移  

原子炉隔離時冷却系の起動／停止による原子炉水位の維持 

逃がし安全弁による手動

減圧により水位低下 

以降，低圧代替注

水系（常設）によ

る注水により水位

回復 

原子炉隔離時冷却系の起動／停止により炉内の蒸気発生量が増減するため圧力の上

昇／低下を繰り返す。圧力上昇時は，逃がし安全弁開閉により圧力制御される 

逃がし安全弁による 

手動減圧 
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第 2.3.7 図 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

 

第 2.3.8 図 注水流量の推移 

 

 

原子炉隔離時冷却系の起動／停止による原子炉水位の維持 

逃がし安全弁による手動

減圧により水位低下 

以降，低圧代替注水

系（常設）による注

水により水位回復 

原子炉隔離時冷却系注水流量 

低圧代替注水系（常設）注水流量 
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第 2.3.9 図 燃料被覆管温度の推移 

 

 

  

原子炉圧力の変化に応じて冷却材飽和温度が変化し，燃料被

覆管温度も追従する変化を繰り返す 

逃がし安全弁による手動減圧に伴う冷却材飽和

温度低下により燃料被覆管温度が低下 
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第 2.3.10図 燃料棒に破裂が発生する時点の燃料被覆管温度と燃料被覆管応力

の関係 
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円

周

方

向

の

応

力

GEMP731

ORNL3626

ORNL3626（照射）

GEMP683

GEVNC(0.56℃/s）(8×8)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(2.8℃/s)(8×8)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(5.6℃/s)(8×8)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(0.56℃/s)(7×7)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(2.8℃/s)(7×7)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(5.6℃/s)(7×7)(Vallecitosのデータ)

NUREG-0630 DATA F (ORNL-1978)

NUREG-0630 DATA H (KfK FABIOLA)

NUREG-0630 DATA I (ORNL)

NUREG-0630 DATA J (KfK)

KfK 0.8～1.6K/s DATA (REBEKA single rod)

JNES（内圧破裂試験）

NFI他（内圧破裂試験）

(N/mm

2 

)

燃 料 被 覆 管 温 度 (℃)

ベストフィット曲線

平均値－2σ曲線

＋ 燃料被覆管最高温度到達時の温度及び応力 
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第 2.3.11 図 格納容器圧力の推移 

 

第 2.3.12 図 格納容器気相部の温度の推移 

 

 

格納容器の除熱機能喪失により

伴う温度上昇。逃がし安全弁開

閉により振動が発生 

原子炉補機代替冷却系による残留熱除去系

サプレッションプール水冷却モード起動に

より，サプレッションチェンバが冷却され

る。直接冷却されないドライウェルは緩やか

に温度低下 

原子炉減圧に伴いサプレッションチ

ェンバへ蒸気が放出されるためサプ

レッションチェンバ温度が上昇 

格納容器の除熱機能喪失に

伴う圧力上昇 

原子炉減圧に伴いサプレッション

チェンバへ蒸気が放出されるため

格納容器圧力が上昇 

原子炉補機代替冷却系による残留

熱除去系サプレッションプール水

冷却モード起動により，格納容器

圧力が低下 
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第 2.3.13 図 サプレッションプール水位の推移 

 

第 2.3.14 図 サプレッションプール水温の推移 
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ンチェンバへ間欠的に蒸気が放出される

ためサプレッションプール水位が上昇 

原子炉手動減圧によりサプレッションチェンバへ連

続的に蒸気が放出されるためサプレッションプール

水位が上昇 

原子炉への注水を継続するため，水位

上昇が継続 

0

100

200

300

0 12 24 36 48

サ

プ

レ

ッ

シ

ョ

ン

プ

ー

ル

水

温

事故後の時間(h)

(℃)
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水温上昇 

原子炉手動減圧によりサプレッションチェン

バへ連続的に蒸気が放出されるため水温上昇 

原子炉補機代替冷却系により，サプレッシ

ョンプール水温低下 



 

第 2.3.1 表 全交流動力電源喪失時における重大事故等対策について（1/3） 

判断及び操作 手順 
有効性評価上期待する設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

主蒸気止め弁閉による原子炉スクラ

ム確認 

・外部電源喪失に伴い，主蒸気止め弁閉により原子炉がス

クラムすることを確認する。 

― ― 原子炉水位（広帯域）（SA） 

平均出力領域モニタ（SA） 

起動領域モニタ（SA） 

 

非常用ディーゼル発電機等機能喪失

確認 

・非常用交流母線の低電圧信号により，非常用ディーゼル

発電機等の起動信号が発信されるが，機能喪失すること

を確認する。 

― ― M/C 6-2C，2D，2H 母線電圧 

直流電源の有無の確認 ・125V 直流主母線電圧にて直流電源の有無を確認する。 125V 蓄電池（SA） ― 125V 直流主母線電圧 2A，

2B 

原子炉補機冷却水系／原子炉補機冷

却海水系機能喪失確認 

・原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却海水系の機能喪

失を確認する。 

― ― 原子炉補機冷却水供給圧

力 

原子炉補機冷却海水系ポ

ンプ出口圧力 

非常用炉心冷却系機能喪失確認 

 

・非常用炉心冷却系の機能喪失を確認する。 

 

 

― 

 

― 

 

高圧炉心スプレイ系ポン

プ出口圧力 

高圧炉心スプレイ系ポン

プ出口流量 

残留熱除去系ポンプ出口

圧力 

低圧炉心スプレイ系ポン

プ出口圧力 

 

  

2
.
3
–
2
3
 



 

第 2.3.1 表 全交流動力電源喪失時における重大事故等対策について（2/3） 

判断及び操作 手順 
有効性評価上期待する設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

原子炉隔離時冷却系自動起動確認 ・原子炉水位低（レベル２）信号により原子炉隔離時冷

却系が自動起動し，原子炉への注水が開始することに

より，原子炉水位が回復することを確認する。 

原子炉隔離時冷却系ポン

プ（SA） 

復水貯蔵タンク（SA） 

― 原子炉水位（広帯域）（SA） 

原子炉圧力（SA） 

原子炉隔離時冷却系ポンプ

出口圧力 

原子炉隔離時冷却系ポンプ

出口流量（SA） 

原子炉隔離時冷却系タービ

ン回転数 

復水貯蔵タンク水位（SA） 

主蒸気隔離弁「全閉」確認 ・原子炉水位（レベル２）により主蒸気隔離弁の閉信号

が発信され全閉することを確認する。 

主蒸気隔離弁 ― ― 

逃がし安全弁による原子炉圧力制

御確認 

・主蒸気隔離弁「全閉」後，原子炉圧力は逃がし安全弁

にて制御されていることを確認する。 

逃がし安全弁 ― 原子炉水位（広帯域）（SA） 

原子炉圧力（SA） 

全交流動力電源喪失及び除熱機能

喪失を判断 

 

・外部電源が喪失し，非常用ディーゼル発電機等が機能

喪失することにより，全ての非常用母線及び常用母線

への給電に失敗したことを確認し，全交流動力電源喪

失と判断する。 

・ガスタービン発電機による電源確保，原子炉補機代替

冷却系による格納容器除熱，可搬型大容量送水ポンプ

による復水貯蔵タンクへの補給等の準備を開始する。 

ガスタービン発電機（SA） 

 

 

原子炉補機代替冷却系熱

交換器ユニット（SA） 

可搬型大容量送水ポンプ

（SA） 

 

― 

 

ガスタービン発電機から受電準備 ・ガスタービン発電機による電源確保を実施する。 ガスタービン発電機（SA） ― M/C 6-2F 母線電圧 

高圧窒素ガス供給系系統構成 ・現場にて逃がし安全弁（自動減圧機能）へ供給する高

圧窒素ガスを確保する。 

高圧窒素ガス供給系 ― ― 

直流電源負荷切り離し（中央制御

室） 

・24 時間直流電源確保のため，中央制御室にて直流負荷

の切り離しを行う。 

125V 蓄電池（SA） ― ― 

2
.
3
–
2
4
 



 

第 2.3.1 表 全交流動力電源喪失時における重大事故等対策について（3/3） 

判断及び操作 手順 
有効性評価上期待する設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

直流電源負荷切り離し（現場） 

 

・24 時間直流電源確保のため，制御建屋内にて直流負荷

の切り離しを行う。 

125V 蓄電池（SA） 

 

― 

 

― 

 

復水貯蔵タンク補給 ・可搬型大容量送水ポンプにより，復水貯蔵タンクへの

補給を実施する。 

復水貯蔵タンク（SA） 可搬型大容量送水ポンプ

（SA） 

復水貯蔵タンク水位（SA） 

ガスタービン発電機による非常用

交流電源の回復 

・事象発生から 24 時間経過した時点で，ガスタービン発

電機による電源供給により，非常用交流電源が回復し

たことを確認する。 

ガスタービン発電機（SA） ― 

 

M/C 6-2C，2D 母線電圧 

M/C 6-2F 母線電圧 

非常用ガス処理系起動確認 ・非常用ガス処理系が起動することを確認する。 非常用ガス処理系 ― ― 

中央制御室換気空調系起動 ・ガスタービン発電機による交流電源供給後，中央制御

室換気空調系を手動起動する。 

中央制御室換気空調系 ― ― 

低圧代替注水系（常設）注水系統

構成・起動 

・ガスタービン発電機による交流電源供給後，低圧代替

注水系（常設）の系統構成及び起動を行う。 

復水移送ポンプ（SA） ― 復水移送ポンプ出口圧力 

逃がし安全弁２弁による原子炉減

圧 

・低圧代替注水系（常設）の準備完了後，逃がし安全弁

２弁により原子炉減圧を実施する。 

逃がし安全弁 ― 原子炉水位（広帯域）（SA） 

原子炉圧力（SA） 

低圧代替注水系（常設）による原

子炉水位制御 

・原子炉の減圧後，１台の復水移送ポンプにより原子炉

へ注水し，原子炉水位の制御を行う。 

復水移送ポンプ（SA） 

復水貯蔵タンク（SA） 

― 原子炉水位（広帯域）（SA） 

復水移送ポンプ出口圧力 

残留熱除去系洗浄ライン流

量（SA） 

復水貯蔵タンク水位（SA） 

残留熱除去系サプレッションプー

ル水冷却モード起動 

・ガスタービン発電機による交流電源供給後，原子炉補

機代替冷却系を用いた残留熱除去系によるサプレッシ

ョンプール水冷却モード運転を行う。 

残留熱除去系ポンプ 原子炉補機代替冷却系熱

交換器ユニット（SA） 

可搬型大容量送水ポンプ

（SA） 

サプレッションチェンバ圧

力（SA） 

サプレッションプール水温

度（SA） 

 

2
.
3
–
2
5
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第 2.3.2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失）（1/2） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード 

原子炉側：SAFER 

格納容器側：MAAP 

本重要事故シーケンスの重要現象を評価で

きるコード 

初

期

条

件

 

原子炉熱出力 2,436MWt 定格熱出力として設定 

初期原子炉圧力 6.93MPa[gage] 定格圧力として設定 

初期原子炉水位 通常水位 通常運転水位として設定 

燃料 9×9 燃料(A 型) - 

燃料棒最大線出力密度 44.0kW/m 設計の最大値として設定 

崩壊熱 

ANSI/ANS-5.1-1979 

（燃焼度 33GWd/t） 

燃焼度は，定常誤差を考慮し，サイクル末

期の燃焼度に 10%の保守性を考慮 

格納容器空間体積（ドライウェル）  格納容器の設計値として設定 

格納容器体積（サプレッションチェンバ）  格納容器の設計値として設定 

初期サプレッションプール水位 3.55m 

通常運転時のサプレッションプール水位とし

て設定 

初期格納容器温度（ドライウェル） 57℃ 通常運転時の格納容器温度として設定 

初期格納容器温度（サプレッションチェンバ） 32℃ 

通常運転時のサプレッションプール水温の

上限として設定 

初期格納容器圧力 5.0kPa[gage] 通常運転時の格納容器圧力として設定 

真空破壊装置 

 

 

- 

事

故

条

件

 
起因事象 外部電源喪失 

送電系統又は所内主発電設備の故障等に

よって，外部電源喪失するものとして設定 

安全機能の喪失に対する仮定 全交流動力電源喪失 

原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却

海水系の機能喪失により，全ての非常用デ

ィーゼル発電機等の機能喪失を想定し，設

定 

外部電源 外部電源なし 

起因事象として，外部電源が喪失するもの

として設定 

 

 

  

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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第 2.3.2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失）（2/2） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重

大

事

故

等

対

策

に

関

連

 

す

る

機

器

条

件

 

原子炉スクラム信号 主蒸気止め弁閉 

タービントリップに伴う原子炉スクラム信号

を設定 

原子炉隔離時冷却系 

原子炉水位低（レベル２）にて自動

起動 

90.8m

3

/h（ポンプ１台当たり，7.86

～1.04MPa[gage]において） 

原子炉隔離時冷却系の設計値として設定 

逃がし安全弁 

手動開弁数：2 弁 

 

7.37MPa[gage]×2 弁，356t/h/個 

7.44MPa[gage]×3 弁，360t/h/個 

7.51MPa[gage]×3 弁，363t/h/個 

7.58MPa[gage]×3 弁，367t/h/個 

 

逃がし安全弁の設計値として設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

低圧代替注水系（常設） 

108.5m

3

/h（ポンプ１台当たり，

0.427MPa[dif]において） 

設計値に注入配管の流路圧損を考慮した

値として設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉補機代替冷却系 18.6MW（海水温度 26℃において） 

原子炉補機代替冷却系の設計値として設

定 

重

大

事

故

等

対

策

に

関

連

 

す

る

操

作

条

件

 

常設直流電源負荷切り離し操作 

事象発生１時間後 

事象発生８時間後 

基準要求値として設定 

ガスタービン発電機からの受電 事象発生 24 時間後 

審査ガイドの「交流動力電源は 24 時間使用

できないものとする」を踏まえて設定 

逃がし安全弁による原子炉手動減圧及び低

圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

事象発生 24 時間後 

ガスタービン発電機からの受電後として設

定 

原子炉補機代替冷却系による残留熱除去系

サプレッションプール水冷却モード運転 

事象発生 25 時間後 運転操作手順書等を踏まえて設定 
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添付 2.3.1-1 

 

添付資料 2.3.1 

 

 

蓄電池による給電時間評価結果について 

 

(1) 給電時間評価結果 

直流電源設備として，所内用 125V 蓄電池 2 組及び高圧炉心スプレイ系用蓄電池 1 組を

有している。 

重大事故時等においては，所内用 125V 蓄電池(A)からの電源供給により，原子炉隔離冷

却系が起動し，原子炉への注水が行われる。電源供給開始から 1 時間後に中央制御室内に

て，電源供給開始から 8 時間後には現場分電盤にて負荷の手動切り離しを行うことで，そ

の後 16 時間にわたり原子炉隔離冷却系による注水を継続する。 

上記運転方法に必要な負荷容量が約 7,570Ah であることに対し，蓄電池容量が約

8,000Ah であることから，電源供給開始から 24 時間にわたり原子炉隔離冷却系による注

水が可能である。（図１） 

 

(2) 給電時間評価の保守率および定格容量の維持 

蓄電池容量算出にあたっては，電池工業会規格「据置蓄電池の容量算出法 SBA S 0601 

2001」に基づき，保守率を 0.8 として算出している。保守率は，使用年数や使用条件の変

化による蓄電池容量の変化を補償し，所定の負荷特性を満足するために用いる補正値であ

る。 

また，採用する蓄電池は，高温加速寿命試験の結果を考慮し，定期的に蓄電池の取替を

実施することで，定格容量を維持する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 所内用 125V 蓄電池(A) 負荷 
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電
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電
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添付資料 2.3.2 

 

RCIC 運転継続時間 24 時間の妥当性について 

 

本有効性評価では，全交流動力電源喪失（SBO）時において原子炉隔離時冷却

系（RCIC）が 24 時間継続運転することを想定している。RCIC 系統概要を図 1 に

示す。 

SBO 時には，残留熱除去系の機能喪失により，格納容器内の温度，圧力が上昇

し，また，換気空調系の機能喪失により RCIC 室温度，中央制御室温度が上昇す

ることにより，RCIC の継続運転に影響を及ぼす可能性があるため，以下の観点

から影響を評価した。評価結果を表１に示す。 

 

・ S/P 水温(RCIC の水源とした場合)上昇 

 ・ S/C 圧力(RCIC タービン排気圧力)上昇 

 ・ RCIC タービンポンプ室温上昇 

・ 中央制御室温上昇 

 

表１に示すとおり，上記の事象は RCIC の 24 時間継続運転の妨げにならない

ことから，本有効性評価における RCIC の 24 時間継続運転の想定は妥当と考え

られる。なお，RCIC の運転制御に必要な直流電源については，SBO 時において

も重大事故等対処設備である所内常設蓄電式直流電源設備により， 24 時間電力

供給が可能な設計となっている。 

なお，高圧代替注水系についても，SBO 時において 24 時間継続運転が可能な

設計とする。 

 



 

 

表１ RCIC 継続運転への影響評価 

 

RCIC 継続運転を阻害する事象 評価 

S/P 水温上昇 

S/P 水温が上昇し，RCIC ポンプのキャビテ

ーションやポンプ軸受けの潤滑油冷却機

能を阻害する場合，RCIC ポンプの運転に

影響を与える可能性が考えられる。 

RCIC ポンプの第一水源は CST であり，自動で S/P に水源が切り

替わることはないため，S/P 水温上昇によって RCIC 継続運転は

阻害されない。事象発生後 24 時間の間に原子炉注水のために必

要となる水量は約    m

3

であり, 水源が枯渇することはない。 

(CST 使用可能量は約 1,192m

3

あるため，十分な余裕がある) 

S/C 圧力上昇 

RCIC タービン保護のため，排気管の圧力

294kPa(gage)にて RCIC タービントリップ

のインターロックが動作し，RCIC の運転

が停止する可能性が考えられる。 

SBO 時に RCIC による原子炉注水を継続した場合の S/C 圧力推移

を評価した結果，事象発生から 24 時間後の S/C 圧力は約 aaa 

kPa(gage)であり，294kPa(gage)を下回っているものの，RCIC の

運転継続のため，タービン排気圧高による RCIC トリップインタ

ーロックを除外する運転手順としている。 

RCIC 室温上昇 

RCIC の機器設計において想定している環

境の最高温度は 66℃である。SBO では換気

空調系が停止するため，RCIC 室温が最高

温度を超える可能性が考えられる。 

SBO により換気空調系が停止した後の RCIC 室温を評価したとこ

ろ，24 時間後で約   ℃(初期温度   ℃)であり，66℃を下回る

結果となった。RCIC の機器設計において想定している最高温度

を下回るため，RCIC 室温上昇によって RCIC 継続運転は阻害され

ない。 

中央制御室温上昇 

環境条件として想定している中央制御室

温の最高温度は 40℃である。SBO では換気

空調系が停止するため，中央制御室温が最

高温度を超える可能性が考えられる。 

SBO により換気空調系が停止した後の中央制御室温を評価した

結果，電源盤の熱負荷を考慮した場合においても 24 時間後で

約   ℃(初期温度    ℃)であり，40℃を下回る結果となった。

従って，中央制御室温上昇によって RCIC 継続運転は阻害されな

い。 

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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図 1 RCIC 系統概要図 
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安定停止状態について 

 

全交流動力電源喪失時の安定停止状態については，以下のとおり。 

 

安定停止状態：原子炉水位安定及び格納容器圧力・温度が低下傾向 

【原子炉安定状態】 

第 2.3.6 図及び第 2.3.7 図に示すとおり，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水

により炉心が冠水し，安定的に原子炉水位が維持されている状態を安定状態とする。 

 

【格納容器安定状態】 

第 2.3.11 図及び第 2.3.12 図に示すとおり，原子炉補機代替冷却系を用いた残留熱除

去系による崩壊熱除去により，格納容器圧力・温度が低下傾向になった時点（約 25

時間後）を安定状態とする。 
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添付資料 2.3.4 

 

水源，燃料，電源負荷評価結果について 

 

１．水源に関する評価 

○水源 

・復水貯蔵タンク使用可能量 

   ：約 1,192m

3

 

・淡水貯水槽  ：約 5,000m

3

×２基 

 

○水使用パターン 

①原子炉隔離時冷却系による原子

炉注水 

事象発生以降，定格流量で注水

する。 

（原子炉水位高（レベル８）～原子炉水位低（レベル２）の範囲で発停運転す

る。） 

②低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

事象発生 24 時間以降，崩壊熱相当の注水を継続する。 

③可搬型大容量送水ポンプによる，淡水貯水槽から復水貯蔵タンクへの補給 

復水貯蔵タンク水位が HPCS 水源切替レベルに到達する約 49 時間後，可搬型

大容量送水ポンプにより 150m

3

/h の流量で補給するものとする。 

 

○時間評価 

事象発生後約 49 時間までは，復水貯蔵タンク水源を用いて原子炉注水を実施

するため，復水貯蔵タンク水量は減少する。約 49 時間以降から復水貯蔵タンク

への補給を開始するため，復水貯蔵タンクの水位は回復する。 

 

○評価結果 

時間評価の結果から復水貯蔵タンク水源が枯渇することはない。また，７日間

の対応を考慮すると，合計約 2,607m

3

必要となるが，復水貯蔵タンク及び淡水貯

水槽で合計約 11,192m

3

保有していることから必要注水量を確保可能であり，安定

して冷却を継続することが可能である。 

 

事故後の時間（h） 

(m3) 

復

水

貯

蔵

タ

ン

ク

水

位 

復水貯蔵タンク 

への補給開始 

復水貯蔵タンク容量 3,000m3 
 

HPCS 水源切替レベル 

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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２．燃料消費に関する評価 

 

プラント状況：２号炉運転中，１，３号炉停止中（炉内に燃料無し） 

事象：全交流動力電源喪失の発生後，ガスタービン発電機から給電する場合を想定する。 

燃料種別 軽油 

時

系

列

 

事象発生直後～ 

事象発生後７日間 

（＝168ｈ） 

ガスタービン発電機（２台起動） 

（外部電源喪失後に自動起動） 

 

事象発生直後～事象発生 24 時間後 

燃費約 460L/h（無負荷） 

×2 台×24h＝約 22.1 kL 

事象発生 24 時間後～事象発生 25 時間後 

燃費約 740L/h（必要な負荷の積算結果に基づく値） 

×2 台×1h＝約 1.48 kL 

事象発生 25 時間後～事象発生７日間後 

燃費約 860L/h（必要な負荷の積算結果に基づく値） 

×2 台×143h＝約 246.0 kL 

事象発生 6 時間後～ 

事象発生後７日間 

（＝162h） 

＜復水貯蔵タンクへの補給＞ 

可搬型大容量送水ポンプ（１台起動） 

（事象発生 6 時間後からの起動を想定） 

燃費約 188L/h（定格負荷） 

  ×1 台×162h＝約 30.5 kL 

事象発生 23 時間後～ 

事象発生後７日間 

（＝145ｈ） 

可搬型大容量送水ポンプ（原子炉補機代替冷却系） 

（１台起動） 

（事象発生 23 時間後からの起動を想定） 

燃費約 188L/h（定格負荷） 

  ×1 台×145h＝約 27.3 kL 

事象発生 23 時間後～ 

事象発生後７日間 

（＝145ｈ） 

電源車（原子炉補機代替冷却系熱交換器ユニットポンプ

駆動用）（１台起動） 

（事象発生 23 時間後からの起動を想定） 

燃費約 100L/h（定格負荷） 

 ×1 台×145h＝約 14.5 kL 

合計 ７日間で消費する軽油量の合計 約 341.9 kL 

結果 

２号炉に備蓄している軽油量は，軽油タンク（２基），

燃料デイタンク（３基），地下軽油タンク（３基）の合

計より約 841.2 kL であることから，７日間は十分に対

応可能 



 

 

 

３．電源に関する評価 

主要負荷リスト 女川２号炉 ガスタービン発電機（9,000kVA（給電容量：7,200kW）） 
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